
令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 440 地区文化活動推進補助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成13(2001)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市地域文化活動等推進事業補助金要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生涯学習の普及及び推進を図ることを目的に、生涯学 行政区や生涯学習活動団体等が行う自主的な生涯学習
習活動を積極的に推進する団体又は新たに生涯学習活 講座に対し、必要な経費を助成することにより、継続
動を始める団体に、その活動を支援する。 的な活動ができるように支援を実施する。
　ＳＤＧｓの取り組み：4,17

各行政区が開催する展示発表会、芸能発表会の場を提供し、地域の活性化を図るこ
R3年度に実施した具体的な とを目的に、各行政区で実施され

令

る文化事業に補助金を

和

交付する。
事業の方法

 

、手順、指標に対す 行

4

政区に限らず、コミュ

年

ニティの推進としてコ

度

ミュニティ推進協議会

（

の申請も可能
る成果等

3

とする。

事務事業を取

年

り巻く状況は過去と比

度

べ変化しているか (1

実

)活動指標（事務事業

施

の活動量を表す指標）

分

令和元(2001)年

）

度から生涯学習活動事

事

業と統合し、生涯学 名

務

称 単位
習活動団体につ

事

いても本事業で補助金

業

を交付する。 ① 文化活

目

動開催回数 回
変 化

②

的

内 容

対象(この事業

評

の対象、範囲となる人

価

、物) (2)対象指標

表

（対象の大きさを表す

様

指標）

①行政区 名称 単

式

位
②市民 ① 行政区数 行

1

政区
② 人口 人

目的(こ

-

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

記

したいのか) (3)成

入

果指標（目的の達成度

日

を示す指標）

市民の文

令

化及び芸術に対する意

和

識の高揚を図る。 名称

0

単位
① 文化事業を実施

4

した行政区 行政区
② 文

年

化事業に出品した人数

1

人

結果(上位基本事業

2

の意図) (4)結果の

月

成果指標（上位基本事

0

業の成果指標）

自主的

6

な生涯学習活動の推進

日

を図る。 名称 単位
① 生

１

涯学習に満足している

事

人の割合 ％
②

事務事業

務

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

R2年度 R

業

3年度 R3年度 R4年

の

度 R5年度 R6年度 R

現

7年度
指標 ＼ 年度

状

単位
実績値 計画値 実績

　

値 計画値 目標値 目標値

Ｐ

目標値
(1)の ① 回 3

Ｌ

25 7 25 25 25 2

Ａ

5
活動指標 ②
(2)の

Ｎ

① 行政区 25 25 25

及

25 25 25 25
対象

び

指標 ② 人 61,040

Ｄ

61,236 61,2

Ｏ

36 61,218 62

事

,360 62,620

務

62,880
(3)の

事

① 行政区 3 20 7 10

業

12 15 20
成果指標

名

② 人 397 3,500

N

716 1,000 2,

o

000 3,000 3,

.

500
(4)の結果の

4

① ％ 31.1 50 32

4

.2 35 35 35 35

0

成果指標 ②
予算費目 会

地

計 01 一般会計 款 1

区

0 項 05 目 03

コスト

文

年度 R2年度 R3年度

化

R3年度 R4年度 R5

活

年度 R6年度 R7年度

動

実績値 計画値 実績値 計

推

画値 目標値 目標値 目標

進

値
事業費(決算又は予

補

算額)Ａ 単位 178 1

助

,208 474 1,2

事

08 1,288 1,2

業

88 1,288

財
源
内

政

訳

 国庫支出金 千円 0

策

0 0 0 0 0 0
 県支出

こ

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 地方債 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 その他 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 一般財

事

源 千円 178 1,20

業

8 474 1,208 1

施

,288 1,288 1

策

,288
人件費Ｂ 千円

の

1,488 1,488

位

744 1,488 1,

置

488 1,488 1,

基

488
正職員従事時間

本

×人数 時間×人 400

事

× 1 400× 1 200

業

× 1 400× 1 400

主

× 1 400× 1 400

管

× 1
正職員以外の人件

課

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

名

その他の費用Ｃ 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
トータル

長

コストA+B+C 千円

名

1,666 2,696

こ

1,218 2,696

の

2,776 2,776

事

2,776
単位あたり

務

コスト ① 千円/行政区

事

66.6 107.8 4

業

8.7 107.8 11

の

1 111 111
（ﾄｰ

開

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

始

対象指標）② 千円/人

時

0 0 0 0 0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す（目
その理由

業

的の追加・拡充又は絞

名

込）

必要はありません

N

か？ ■ ない

有
効
性

ＰＲ

o

活動の充実により新た

.

な生涯学習活動団体を

4

確保していく。
今以上

4

に事業の成果を向上

さ

0

せる方法を記入して下

地

さ

い。 内　容
※(3)

区

の成果指標を向上させ

文

る

　ことはできますか

化

？

近年、文化祭等の文

活

化活動を実施している

動

行政区が増加している

推

。
目的達成状況 内　容

進

□民間への一部委託 □

補

民間への全部委託
市関

助

与の必要性 □指定管理

事

■補助金・負担金助成

業

□市の直営
内　容

　（

２

実施手法） 行政区や生

評

涯学習活動団体等が行

価

う自主的な生涯学習講

　

座に対し、補助金を交

Ｃ

付する。

効
率
性

令和元

Ｈ

(2019)年度から

Ｅ

他の事務事業と統合し

Ｃ

た。
事務事業の統廃合

Ｋ

により、
他に類似する

目

事業がないため、統合

的

できない。
事業の効率

妥

化を図り、成果
内　容

当

を向上させる方法を記

性

入し

て下さい。

令和元

こ

(2019)年度に他

の

の事務事業と統合した

事

際に、補助金の見直し

業

を行った。
現状より事

の

業費・人件費を
補助対

必

象の精査や事務の取組

要

方法を工夫、改善を進

性

めていく。
削減する方

は

法を記入して下

さい。

薄

（仕様の変更、外部 内

れ

　容
委託、従事時間の

て

削減等は

できないか？

得

)

公
平
性

行政区や生涯

ら

学習活動団体が一部負

れ

担することで
■ ある ■

て

現状で適正
受益者負担

い

はありますか？ 受益者

る

負担している。
また、

い

受益者負担割合は適 □

ま

ない □ 検討が必要 内　

せ

容
正ですか？

□ 受益者

ん

がいない

３
改
革
改
善
案

か

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

近年、

。

文化祭を実施する行政

十

区や生 今後はコミュニ

分

ティ活動単位の事業
事

な

業実施上の課題、住 涯

成

学習講座に取り組む行

果

政区が固定 へ移行する

が

ことを検討していく。

理

民・議会等からの意見

　

意　見 化しつつある。

由

対応策 新たに生涯学習

得

活動を推進する団体
と

ら

対応策 の発掘や、団体

れ

への啓発の方法を調
査

て

、研究する。
地区文化

い

事業推進補助金の実施

ま

継続して実施するため

す

、前年度と同
R4年度

か

の事業計画は前 変　更

？

様・同規模で実施。
年

得

度から変更・追加は 前

ら

年度 ・
あるか 追　加

今

れ

後の事業・コスト・成

て

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

な

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

事

段の見直し等、各方向

業

性の内容

　　　　　　

進

　　　□　拡大 今後は

展

コミュニティ活動単位

等

の事業へ移行すること

に

を
　　　　　　　　　

よ

□　改善 検討していく

る

。
　　　　　　　　　

環

□　現状維持 新たに生

境

涯学習活動を推進する

変

団体の発掘や、団体へ

化

　　　　　　　　　□

あ

　縮小 のＰＲ方法を調

る

査、研究していく。
　

に

　　　　　　　　■　

伴

統合 令和５(2023

い

)年度から「地区公民

、

館運営補助事業」に
　

対

　　　　　　　　□　

象

完了 統合する。
　　　

を

　　　　　　□　廃止

見

・休止  
コストの方向

直

性
　　　　　　　　　

す

→　維持
成果の方向性

（

　　　　　　　　　→

拡

　維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 440 地区文化活動推進補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

近年、文化祭等の文化活動を実施している行政区が増加して
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いる。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる範囲に変化がないため。
事業進展等による環境変化

□

様

ある
に伴い、対象を見

式

直す（拡
その理由

大・

1

縮小）必要はありませ

-

■ ない
んか？

目的内容

2

に変化がないため。
事

事

業進展等による環境変

務

化 □ ある
に伴い、目的



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 441 みよし市文化協会補助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和43(1968)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市文化協会事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

本市における文化・芸術団体の育成を図ることを目的 各部会への支援や会報誌の発行など、文化協会の活動
に、文化協会の芸術文化活動費及び運営費に対し助成 を活発化させることにより、文化・芸術活動への市民
をしている。 の関心を高める。
 ＳＤＧsの取り組み：4,17

・自主事業の展示事業として、サンアート、アイモール、イオン、ひまわりネット
R3年度に実施した具体的な ワークスタジオに毎月展示をした。
事業の方法、手順、指標に対す ・市民茶会（年３回）今年

令

度は９月・２月の２回

和

、七夕茶会（年１回）

 

は中止。
る成果等 ・会

4

報誌「みよし文協」の

年

年２回発行。
・文芸誌

度

の年１回発行など文化

（

・芸術活動を積極的に

3

展開した。

事務事業を

年

取り巻く状況は過去と

度

比べ変化しているか (

実

1)活動指標（事務事

施

業の活動量を表す指標

分

）

現在事業途中のため

）

現状のまま継続して実

事

施 名称 単位
① 文化協会

務

活動日数 日
変 化

②
内

事

 容

対象(この事業の

業

対象、範囲となる人、

目

物) (2)対象指標（

的

対象の大きさを表す指

評

標）

みよし市文化協会

価

に所属している団体 名

表

称 単位
① 文化協会団体

様

数 団体
②

目的(この事

式

業によって上記対象を

1

どのような状態にした

-

いのか) (3)成果指

1

標（目的の達成度を示

記

す指標）

自主的に活動

入

を行うことができるよ

日

うにする。 名称 単位
①

令

自主的な活動グループ

和

数 団体
②

結果(上位基

0

本事業の意図) (4)

4

結果の成果指標（上位

年

基本事業の成果指標）

1

自主的に学んできた活

2

動の成果を発表する。

月

名称 単位
① 発表の機会

0

の数 回
②

事務事業の各

6

種指標の実績と見込及

日

び目標

R2年度 R3年

１

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

の

値
(1)の ① 日 70 7

現

0 70 70 70 70 7

状

0
活動指標 ②
(2)の

　

① 団体 29 30 29 3

Ｐ

0 30 30 30
対象指

Ｌ

標 ②
(3)の ① 団体 6

Ａ

5 65 65 65 65 6

Ｎ

5 65
成果指標 ②

(4

及

)の結果の ① 回 0 2 2

び

2 2 2 2
成果指標 ②

予

Ｄ

算費目 会計 01 一般

Ｏ

会計 款 10 項 05 目 0

事

3

コスト 年度 R2年度

務

R3年度 R3年度 R4

事

年度 R5年度 R6年度

業

R7年度
実績値 計画値

名

実績値 計画値 目標値 目

N

標値 目標値
事業費(決

o

算又は予算額)Ａ 単位

.

3,000 3,000

4

2,875 3,000

4

3,000 3,000

1

3,000

財
源
内
訳

 

み

国庫支出金 千円 0 0 0

よ

0 0 0 0
 県支出金 千

し

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

市

方債 千円 0 0 0 0 0 0

文

0
 その他 千円 0 0 0

化

0 0 0 0
 一般財源 千

協

円 3,000 3,00

会

0 2,875 3,00

補

0 3,000 3,00

助

0 3,000
人件費Ｂ

事

千円 4,092 4,0

業

92 14,862 4,

政

092 4,092 4,

策

092 4,092
正職

こ

員従事時間×人数 時間

の

×人 550× 2 550

事

× 2 425× 2 550

務

× 2 550× 2 550

事

× 2 550× 2
正職員

業

以外の人件費 千円 0 0

施

11,700 0 0 0 0

策

その他の費用Ｃ 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
トータル

位

コストA+B+C 千円

置

7,092 7,092

基

17,737 7,09

本

2 7,092 7,09

事

2 7,092
単位あた

業

りコスト ① 千円/団体

主

244.6 236.4

管

611.6 236.4

課

236.4 236.4

名

236.4
（ﾄｰﾀﾙ

課

ｺｽﾄ/(2)の対象

長

指標）② 千円/ 0 0 0

名

0 0 0 0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

目的を見直す（目
その

業

理由
的の追加・拡充又

名

は絞込）

必要はありま

N

せんか？ ■ ない

有
効
性

o

みよし市文化協会の各

.

部会の自主性を尊重し

4

、団体数の増加に向け

4

て活動して
今以上に事

1

業の成果を向上
いく。

み

させる方法を記入して

よ

下さ

い。 内　容
※(3

し

)の成果指標を向上さ

市

せる

　ことはできます

文

か？

会員の高齢化など

化

により、会員数・団体

協

数の維持が難しい状況

会

である。
目的達成状況

補

内　容

□民間への一部

助

委託 □民間への全部委

事

託
市関与の必要性 □指

業

定管理 ■補助金・負担

２

金助成 □市の直営
内　

評

容
　（実施手法） みよ

価

し市文化協会へ補助金

　

を交付する。

効
率
性

他

Ｃ

に類似する事業がない

Ｈ

ため、統合できない。

Ｅ

事務事業の統廃合によ

Ｃ

り、

事業の効率化を図

Ｋ

り、成果
内　容

を向上

目

させる方法を記入し

て

的

下さい。

従事時間の削

妥

減や受益者負担割合を

当

増やす。
現状より事業

性

費・人件費を

削減する

こ

方法を記入して下

さい

の

。（仕様の変更、外部

事

内　容
委託、従事時間

業

の削減等は

できないか

の

？)

公
平
性

みよし市文

必

化協会が一部負担する

要

ことで、受益者
■ ある

性

■ 現状で適正
受益者負

は

担はありますか？ 負担

薄

している。
また、受益

れ

者負担割合は適 □ ない

て

□ 検討が必要 内　容
正

得

ですか？
□ 受益者がい

ら

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

れ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

会員の高齢

て

化などにより、会員数

い

・ 積極的に各団体、グ

る

ループ等の活動
事業実

い

施上の課題、住 団体数

ま

の維持が難しくなって

せ

いる。 をＰＲしていく

ん

。
民・議会等からの意

か

見 意　見 対応策 生涯学

。

習講座で入門編の講座

十

を開催
と対応策 し、新

分

規加入を増やす。

春の

な

文化展、公募美術展、

成

文化祭 春の文化展、公

果

募美術展、文化祭
R4

が

年度の事業計画は前 変

理

　更
 

年度から変更・

　

追加は 前年度 ・
あるか

由

追　加

今後の事業・コ

得

スト・成果の方向性 今

ら

後の事業の方向性、改

れ

革・改善案
※今年度か

て

らの具体的な事業の進

い

め方、手段の見直し等

ま

、各方向性の内容

　　

す

　　　　　　　□　拡

か

大 文化協会の自立に向

？

け、専任職員の育成、

得

協会組織の
　　　　　

ら

　　　　□　改善 見直

れ

し、市の関与のあり方

て

等を検討していく。
　

い

　　　　　　　　■　

な

現状維持
　　　　　　

い

　　　□　縮小
　　　

事

　　　　　　□　統合

業

　　　　　　　　　□

進

　完了
　　　　　　　

展

　　□　廃止・休止
コ

等

ストの方向性
　　　　

に

　　　　　→　維持
成

よ

果の方向性
　　　　　

る

　　　　→　維持

2

環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 441 みよし市文化協会補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

文化・芸術団体の育成が図られており、積極的に活動を展開
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる範囲に変化がないため。
事業進展等による環境変

様

化
□ ある

に伴い、対象

式

を見直す（拡
その理由

1

大・縮小）必要はあり

-

ませ
■ ない

んか？

目的

2

内容に変化がないため

事

。
事業進展等による環

務

境変化 □ ある
に伴い、



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 442 文化事業委託事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和43(1968)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

春の文化展、文化祭(秋）、公募美術展を文化協会に 芸能発表や作品展示を実施する事により、作品出品者
委託して実施している。 のレベルの向上、鑑賞者（市民）の文化・芸術意識の
 高揚や文化芸術活動の参加促進につながる。
春の文化展　     5月
文化祭        　11月
公募美術展　　　12月
 ＳＤＧｓの取り組み：4,17
 

・春の文化展と芸能発表は新型コロナウイルス感染症拡大対策のため中止
R3年度に実施した具体的な ・文化祭の実施(11/3～11/7)
事業の方法、手順、指標に対す ・公募

令

美術展の実施(12/

和

7～12/12)
る成

 

果等

事務事業を取り巻

4

く状況は過去と比べ変

年

化しているか (1)活

度

動指標（事務事業の活

（

動量を表す指標）

現在

3

事業途中のため現状の

年

まま継続して実施 名称

度

単位
① 開催日数 日

変 

実

化
②

内 容

対象(この

施

事業の対象、範囲とな

分

る人、物) (2)対象

）

指標（対象の大きさを

事

表す指標）

①文化協会

務

会員数 名称 単位
②公募

事

美術展応募者数 ① 文化

業

協会会員数 人
② 公募美

目

術展応募者数 人

目的(

的

この事業によって上記

評

対象をどのような状態

価

にしたいのか) (3)

表

成果指標（目的の達成

様

度を示す指標）

文化・

式

芸術の技能を高めても

1

らう 名称 単位
① 出品点

-

数 点
② 出演人数 人

結果

1

(上位基本事業の意図

記

) (4)結果の成果指

入

標（上位基本事業の成

日

果指標）

文化芸術活動

令

に参加してもらう 名称

和

単位
① 自主的な活動グ

0

ループ 団体
②

事務事業

4

の各種指標の実績と見

年

込及び目標

R2年度 R

1

3年度 R3年度 R4年

2

度 R5年度 R6年度 R

月

7年度
指標 ＼ 年度

0

単位
実績値 計画値 実績

6

値 計画値 目標値 目標値

日

目標値
(1)の ① 日 1

１

8 18 11 18 18 1

事

8 18
活動指標 ②
(2

務

)の ① 人 629 800

事

613 650 700 7

業

00 700
対象指標 ②

の

人 150 150 162

現

160 170 170 1

状

70
(3)の ① 点 35

　

0 1,500 775 8

Ｐ

00 1,000 1,2

Ｌ

00 1,300
成果指

Ａ

標 ② 人 350 350 1

Ｎ

58 200 250 30

及

0 350
(4)の結果

び

の ① 団体 60 65 60

Ｄ

65 65 65 65
成果

Ｏ

指標 ②
予算費目 会計 0

事

1 一般会計 款 10 項

務

05 目 03

コスト 年度

事

R2年度 R3年度 R3

業

年度 R4年度 R5年度

名

R6年度 R7年度
実績

N

値 計画値 実績値 計画値

o

目標値 目標値 目標値
事

.

業費(決算又は予算額

4

)Ａ 単位 270 4,9

4

85 4,866 5,2

2

35 5,235 5,2

文

35 5,235

財
源
内

化

訳

 国庫支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 県支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

委

 地方債 千円 0 0 0 0

託

0 0 0
 その他 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 一般財

業

源 千円 270 4,98

政

5 4,866 5,23

策

5 5,235 5,23

こ

5 5,235
人件費Ｂ

の

千円 4,092 4,0

事

92 3,162 4,0

務

92 4,092 4,0

事

92 4,092
正職員

業

従事時間×人数 時間×

施

人 550× 2 550×

策

2 425× 2 550×

の

2 550× 2 550×

位

2 550× 2
正職員以

置

外の人件費 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
その他の費用

本

Ｃ 千円 75 75 75 7

事

5 75 0 0
トータルコ

業

ストA+B+C 千円 4

主

,437 9,152 8

管

,103 9,402 9

課

,402 9,327 9

名

,327
単位あたりコ

課

スト ① 千円/人 7.1

長

11.4 13.2 14

名

.5 13.4 13.3

こ

13.3
（ﾄｰﾀﾙｺ

の

ｽﾄ/(2)の対象指

事

標）② 千円/人 29.

務

6 61 50 58.8 5

事

5.3 54.9 54.

業

9

1

の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ある
に伴い、目的を見

業

直す（目
その理由

的の

名

追加・拡充又は絞込）

N

必要はありませんか？

o

■ ない

有
効
性

ＰＲ活動

.

の充実により参加者の

4

増加を図る。
今以上に

4

事業の成果を向上

させ

2

る方法を記入して下さ

文

い。 内　容
※(3)の

化

成果指標を向上させる

事

　ことはできますか？

業

文化展、文化祭の参加

委

者が高齢化しており減

託

少傾向である。
目的達

事

成状況 内　容

□民間へ

業

の一部委託 ■民間への

２

全部委託
市関与の必要

評

性 □指定管理 □補助金

価

・負担金助成 □市の直

　

営
内　容

　（実施手法

Ｃ

） みよし市文化協会へ

Ｈ

文化事業を委託する。

Ｅ

効
率
性

他に類似する事

Ｃ

業がないため、統合で

Ｋ

きない。
事務事業の統

目

廃合により、

事業の効

的

率化を図り、成果
内　

妥

容
を向上させる方法を

当

記入し

て下さい。

仕様

性

の変更により削減する

こ

ことができる。
現状よ

の

り事業費・人件費を

削

事

減する方法を記入して

業

下

さい。（仕様の変更

の

、外部 内　容
委託、従

必

事時間の削減等は

でき

要

ないか？)

公
平
性

文化

性

祭、公募美術展におい

は

て、出品者や出演者に

薄

□ ある □ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？ 受益者負担してもら

得

う。
また、受益者負担

ら

割合は適 ■ ない ■ 検討

れ

が必要 内　容
正ですか

て

？
□ 受益者がいない

３

い

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

る

Ｏ
Ｎ

文化協会会員の高

い

齢化により、参加 生涯

ま

学習講座の中で文芸な

せ

どの入門
事業実施上の

ん

課題、住 者が減少して

か

いる。 編講座を開催し

。

、新規会員の発掘に
民

十

・議会等からの意見 意

分

　見 対応策 努めていく

な

。
と対応策

春の文化展

成

　     5月（中

果

止） 前年度は新型コロ

が

ナウイルス感染症
R4

理

年度の事業計画は前 変

　

　更
公募美術展　　　

由

12月 拡大対策により

得

春の文化展を中止し
年

ら

度から変更・追加は 前

れ

年度 ・
文化祭    

て

    　11月 たが

い

、コロナ前と同規模で

ま

実施。
あるか 追　加

今

す

後の事業・コスト・成

か

果の方向性 今後の事業

？

の方向性、改革・改善

得

案
※今年度からの具体

ら

的な事業の進め方、手

れ

段の見直し等、各方向

て

性の内容

　　　　　　

い

　　　□　拡大 親子参

な

加型の事業や生涯学習

い

講座を通じて、文化協

事

会
　　　　　　　　　

業

□　改善 の新たな会員

進

の発掘に努めていく。

展

　　　　　　　　　■

等

　現状維持  
　　　　

に

　　　　　□　縮小
　

よ

　　　　　　　　□　

る

統合
　　　　　　　　

環

　□　完了
　　　　　

境

　　　　□　廃止・休

変

止
コストの方向性
　　

化

　　　　　　　→　維

あ

持
成果の方向性
　　　

る

　　　　　　→　維持

に

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 442 文化事業委託事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

春の文化展、公募美術展、文化祭を文化協会に委託して開催
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

しているが、毎年計画値を達成している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる範囲に変化がないため。
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

に伴い、対象を見直す

1

（拡
その理由

大・縮小

-

）必要はありませ
■ な

2

い
んか？

目的内容に変

事

化がないため。
事業進

務

展等による環境変化 □



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 373 文化財保護委員会運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和47(1972)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①文化財保護委員会は、10名以内の学識経験者で組織 現在の状況
される教育委員会の附属機関である。 ①文化財に関する諮問に対する審議（文化財指定や購
②文化財の保存、活用、指定等に関し教育委員会の諮 入の適否）
問に答え、または教育委員会に意見を具申し、及びこ ②研修会の実施
のために必要な調査研究を行う。  
SDGsの取組み：４,11 根拠または理由

文化財保護委員会は、文化財保護法に基づき設置され
ており、文化財の保存及び活用に関しては、専門的な
識見を

令

有する者の意見を聞き

和

ながら進める必要があ

 

る
ため。

①文化財保護

4

委員会会議１回
R3年

年

度に実施した具体的な

度

②研修会０回（新型コ

（

ロナウイルス感染症拡

3

大防止のため中止）
事

年

業の方法、手順、指標

度

に対す
る成果等

事務事

実

業を取り巻く状況は過

施

去と比べ変化している

分

か (1)活動指標（事

）

務事業の活動量を表す

事

指標）

文化財保護法が

務

改正され、文化財の活

事

用がより求められる 名

業

称 単位
など、文化財を

目

取り巻く環境は大きく

的

変化しており、それ ①

評

文化財保護委員会の開

価

催回数 回
変 化

に伴い

表

文化財保護委員会の担

様

う役割が増してきてい

式

る。 ② 文化財保護委員

1

会研修会の実施回数 回

-

内 容

対象(この事業

1

の対象、範囲となる人

記

、物) (2)対象指標

入

（対象の大きさを表す

日

指標）

文化財保護委員

令

名称 単位
① 文化財保護

和

委員の人数 人
②

目的(

0

この事業によって上記

4

対象をどのような状態

年

にしたいのか) (3)

1

成果指標（目的の達成

2

度を示す指標）

文化財

月

に関する諮問及び重要

0

事項を審議し、教育委

6

員会に意見を 名称 単位

日

提出してもらう。 ① 文

１

化財に関する答申等の

事

件数 件
②

結果(上位基

務

本事業の意図) (4)

事

結果の成果指標（上位

業

基本事業の成果指標）

の

史跡、歴史的資料と伝

現

統芸能を保存し、次代

状

に継承する。 名称 単位

　

① 文化・芸術の取組み

Ｐ

に満足した人の割合 ％

Ｌ

②

事務事業の各種指標

Ａ

の実績と見込及び目標

Ｎ

R2年度 R3年度 R3

及

年度 R4年度 R5年度

び

R6年度 R7年度
指標

Ｄ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｏ

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

務

)の ① 回 1 2 1 2 2 2

事

2
活動指標 ② 回 0 2 0

業

2 2 2 2
(2)の ① 人

名

6 6 6 6 6 7 7
対象指

N

標 ②
(3)の ① 件 0 1

o

1 1 1 1 1
成果指標 ②

.

(4)の結果の ① ％ 7

3

1 71 81 81 81 8

7

1 81
成果指標 ②

予算

3

費目 会計 01 一般会

文

計 款 10 項 05 目 06

化

コスト 年度 R2年度 R

財

3年度 R3年度 R4年

保

度 R5年度 R6年度 R

護

7年度
実績値 計画値 実

委

績値 計画値 目標値 目標

員

値 目標値
事業費(決算

会

又は予算額)Ａ 単位 8

運

2 301 60 302 2

営

49 249 249

財
源

事

内
訳

 国庫支出金 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 県支

政

出金 千円 0 0 0 0 0 0

策

0
 地方債 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
 その他 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 82 301 6

務

0 302 249 249

事

249
人件費Ｂ 千円 1

業

,294.6 1,29

施

4.6 558 558 5

策

58 5,583.7 5

の

58
正職員従事時間×

位

人数 時間×人 116×

置

3 116× 3 150×

基

1 150× 1 150×

本

1 1,501× 1 15

事

0× 1
正職員以外の人

業

件費 千円 0 0 0 0 0 0

主

0
その他の費用Ｃ 千円

管

32 32 10 10 10

課

10 10
トータルコス

名

トA+B+C 千円 1,

課

408.6 1,627

長

.6 628 870 81

名

7 5,842.7 81

こ

7
単位あたりコスト ①

の

千円/人 234.8 2

事

71.3 104.7 1

務

45 136.2 834

事

.7 116.7
（ﾄｰ

業

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/ 0

開

0 0 0 0 0 0

1

始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

せ
□ ない

んか？

教育委

業

員会からの諮問に対す

名

る答申であるため。
事

N

業進展等による環境変

o

化 □ ある
に伴い、目的

.

を見直す（目
その理由

3

的の追加・拡充又は絞

7

込）

必要はありません

3

か？ ■ ない

有
効
性

教育

文

委員会からの諮問を受

化

けて審議した結果の答

財

申であり、成果の向上

保

は図れ
今以上に事業の

護

成果を向上
ない。

させ

委

る方法を記入して下さ

員

い。 内　容
※(3)の

会

成果指標を向上させる

運

　ことはできますか？

営

教育委員会からの諮問

事

に対し、適切な答申を

業

いただいているので、

２

現時点で十
目的達成状

評

況 内　容 分に達成され

価

ている。

□民間への一

　

部委託 □民間への全部

Ｃ

委託
市関与の必要性 □

Ｈ

指定管理 □補助金・負

Ｅ

担金助成 ■市の直営
内

Ｃ

　容
　（実施手法） 法

Ｋ

令によるため

効
率
性

市

目

が単独で実施すべき事

的

業であり、かつ類似事

妥

業がないため、統廃合

当

できない
事務事業の統

性

廃合により、
。

事業の

こ

効率化を図り、成果
内

の

　容
を向上させる方法

事

を記入し

て下さい。

事

業

業の性格上、これ以上

の

の事業費・人件費の削

必

減は図れない。
現状よ

要

り事業費・人件費を

削

性

減する方法を記入して

は

下

さい。（仕様の変更

薄

、外部 内　容
委託、従

れ

事時間の削減等は

でき

て

ないか？)

公
平
性

直接

得

的な受益者はいない。

ら

□ ある □ 現状で適正
受

れ

益者負担はありますか

て

？

また、受益者負担割

い

合は適 □ ない □ 検討が

る

必要 内　容
正ですか？

い

■ 受益者がいない

３
改

ま

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

せ

Ｎ

新たに指定を検討し

ん

てはどうかとい 広い視

か

野を持って文化財保護

。

に取り
事業実施上の課

十

題、住 う文化財がいく

分

つかある。 組めるよう

な

、委員の資質向上と他

成

市
民・議会等からの意

果

見 意　見 対応策 町村の

が

取り組み状況の調査を

理

行う。
と対応策

新型コ

　

ロナウイルス感染症拡

由

大防止 研修会を２回開

得

催予定。
R4年度の事

ら

業計画は前 変　更
のた

れ

め研修会を中止した。

て

年度から変更・追加は

い

前年度 ・
あるか 追　加

ま

今後の事業・コスト・

す

成果の方向性 今後の事

か

業の方向性、改革・改

？

善案
※今年度からの具

得

体的な事業の進め方、

ら

手段の見直し等、各方

れ

向性の内容

　　　　　

て

　　　　□　拡大 文化

い

財を保存・活用し、次

な

代に継承するため現在

い

の水
　　　　　　　　

事

　□　改善 準を維持す

業

る。
　　　　　　　　

進

　■　現状維持
　　　

展

　　　　　　□　縮小

等

　　　　　　　　　□

に

　統合
　　　　　　　

よ

　　□　完了
　　　　

る

　　　　　□　廃止・

環

休止
コストの方向性
　

境

　　　　　　　　↓　

変

減少
成果の方向性
　　

化

　　　　　　　→　維

あ

持

2

る
に伴い、対象を見直す（拡

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 373 文化財保護委員会運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

適切な意見具申により文化財保護が図られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

文化財保護法の改正等により保護委員に求められる役割が増加してお
事業進展等

様

による環境変化
■ ある

式

り、学識経験や専門性

1

を考慮して、適宜委員

-

を選任していく必要が

2

あ
に伴い、対象を見直

事

す（拡
その理由 る。

大

務

・縮小）必要はありま



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 374 有形文化財保存活動支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①市指定有形文化財の所有者及び管理者（以下「文化 現在の状況
財管理者」という）と協働して、これを良好な状態で 申請のあった文化財管理者へ文化財保存事業補助金交
保存するため、文化財管理者の活動を支援する。 付要綱によって補助金を交付している。
②昭和56(1981)年に山車３台（うち１台は平成16(200  
4)年11月解除）、昭和58(1983)年11月に金比羅宮、平 根拠または理由
成23(2011)年８月に石川家住宅が、それぞれ有形文化 有

令

形文化財を適切に保護

和

し、良好な状態で保存

 

し、次
財に指定された

4

。 代に継承していくた

年

めの支援は、市の責務

度

で行う必要
③平成27

（

(2015)年12月

3

13日にあいち山車ま

年

つり日本一 があるため

度

。
協議会が設立された

実

。
SDGsの取組み：

施

３,４,11
①文化財

分

管理者に当該文化財の

）

保存に関わる活動経費

事

の一部を補助する旨を

務

通知
R3年度に実施し

事

た具体的な ②補助金交

業

付申請書を受理し、内

目

容審査したのちに補助

的

金交付決定を通知
事業

評

の方法、手順、指標に

価

対す ③新型コロナウイ

表

ルス感染症拡大による

様

計画の変更を承認
る成

式

果等 ④事業完了後、事

1

業実績報告書を受理し

-

、内容審査したのちに

1

補助金を交付
⑤令和３

記

(2021)年度は、

入

三好上山車保存会及び

日

三好下山車保存会の２

令

団体に交付

事務事業を

和

取り巻く状況は過去と

0

比べ変化しているか (

4

1)活動指標（事務事

年

業の活動量を表す指標

1

）

①文化財管理者の組

2

織変化や高齢化が一部

月

で進んでいる。 名称 単

0

位
②文化財保護法の改

6

正により、活用を視野

日

に入れた保護が ① 補助

１

金交付団体の数 団体
変

事

 化
求められている。

務

②
内 容

③各文化財と

事

も作られてから年数が

業

相当程度経っており、

の

日々劣化が進行してい

現

る。

対象(この事業の

状

対象、範囲となる人、

　

物) (2)対象指標（

Ｐ

対象の大きさを表す指

Ｌ

標）

市指定有形文化財

Ａ

名称 単位
・山車２台（

Ｎ

三好上・下区）、金比

及

羅宮（酒井家）、石川

び

家住宅 ① 市指定有形文

Ｄ

化財の件数 件
②

目的(

Ｏ

この事業によって上記

事

対象をどのような状態

務

にしたいのか) (3)

事

成果指標（目的の達成

業

度を示す指標）

市指定

名

有形文化財が良好な状

N

態で保存される。 名称

o

単位
① 保存されている

.

市指定有形文化財の件

3

数 件
②

結果(上位基本

7

事業の意図) (4)結

4

果の成果指標（上位基

有

本事業の成果指標）

史

形

跡、歴史的資料と伝統

文

芸能を保存し、次代に

化

継承する。 名称 単位
①

財

文化・芸術の取組みに

保

満足した人の割合 ％
②

存

事務事業の各種指標の

活

実績と見込及び目標

R

動

2年度 R3年度 R3年

支

度 R4年度 R5年度 R

援

6年度 R7年度
指標 

事

＼ 年度 単位
実績値 計

業

画値 実績値 計画値 目標

政

値 目標値 目標値
(1)

策

の ① 団体 2 2 2 2 2 2

こ

2
活動指標 ②
(2)の

の

① 件 4 4 4 4 4 4 5
対

事

象指標 ②
(3)の ① 件

務

4 4 4 4 4 4 5
成果指

事

標 ②
(4)の結果の ①

業

％ 71 71 81 81 8

施

1 81 81
成果指標 ②

策

予算費目 会計 01 一

の

般会計 款 10 項 05 目

位

06

コスト 年度 R2年

置

度 R3年度 R3年度 R

基

4年度 R5年度 R6年

本

度 R7年度
実績値 計画

事

値 実績値 計画値 目標値

業

目標値 目標値
事業費(

主

決算又は予算額)Ａ 単

管

位 245 930 239

課

930 930 930 9

名

30

財
源
内
訳

 国庫支

課

出金 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
 県支出金 千円 0 0

名

0 0 0 0 0
 地方債 千

こ

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

の

の他 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 一般財源 千円 24

務

5 930 239 930

事

930 930 930
人

業

件費Ｂ 千円 1,674

の

1,674 1,852

開

.6 1,852.6 1

始

,852.6 1,85

時

2.6 1,852.6

期

正職員従事時間×人数

事

時間×人 225× 2 2

務

25× 2 166× 3 1

区

66× 3 166× 3 1

分

66× 3 166× 3
正

法

職員以外の人件費 千円

定

0 0 0 0 0 0 0
その他

受

の費用Ｃ 千円 8 8 8 8

託

8 8 8
トータルコスト

事

A+B+C 千円 1,9

務

27 2,612 2,0

自

99.6 2,790.

治

6 2,790.6 2,

事

790.6 2,790

務

.6
単位あたりコスト

こ

① 千円/件 481.8

の

653 524.9 69

事

7.6 697.6 69

務

7.6 558.1
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

業

の対象指標）② 千円/

の

0 0 0 0 0 0 0

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

ありませ
□ ない

んか？

業

活用を視野に入れた保

名

存計画等の策定をした

N

場合は、活用を含めた

o

保
事業進展等による環

.

境変化 ■ ある
存・維持

3

活動も目的とするよう

7

に拡充する必要がある

4

。
に伴い、目的を見直

有

す（目
その理由

的の追

形

加・拡充又は絞込）

必

文

要はありませんか？ □

化

ない

有
効
性

①毎年の小

財

規模修繕や細やかな指

保

導を行うことで、大規

存

模修繕を遅らせること

活

今以上に事業の成果を

動

向上
ができる。

させる

支

方法を記入して下さ
②

援

活用を視野に入れた保

事

存計画等を策定した場

業

合は、国等の補助対象

２

となりう
い。 内　容

る

評

可能性がある。
※(3

価

)の成果指標を向上さ

　

せる

　ことはできます

Ｃ

か？

いずれの有形文化

Ｈ

財も現在のところ大き

Ｅ

な棄損等はないため、

Ｃ

おおむね達成で
目的達

Ｋ

成状況 内　容 きている

目

。

□民間への一部委託

的

□民間への全部委託
市

妥

関与の必要性 □指定管

当

理 ■補助金・負担金助

性

成 □市の直営
内　容

　

こ

（実施手法） 補助金に

の

より文化財管理者と負

事

担を分担

効
率
性

国や民

業

間団体等の事業は限定

の

的であり、かつ目的が

必

一部異なるため類似事

要

業と
事務事業の統廃合

性

により、
は言えず、統

は

廃合できない。
事業の

薄

効率化を図り、成果
内

れ

　容
を向上させる方法

て

を記入し

て下さい。

事

得

務の効率化をこれ以上

ら

図ることは難しく、事

れ

業費等の削減はできな

て

い。
現状より事業費・

い

人件費を

削減する方法

る

を記入して下

さい。（

い

仕様の変更、外部 内　

ま

容
委託、従事時間の削

せ

減等は

できないか？)

ん

公
平
性

補助額及び補助

か

率は適正である。
■ あ

。

る ■ 現状で適正
受益者

十

負担はありますか？

ま

分

た、受益者負担割合は

な

適 □ ない □ 検討が必要

成

内　容
正ですか？

□ 受

果

益者がいない

３
改
革
改

が

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

大

理

規模修繕について、さ

　

らなる支援 山車の曳き

由

回しや経年劣化に伴う

得

大
事業実施上の課題、

ら

住 を求める要請が、文

れ

化財管理者から 規模な

て

改修費用に対する支援

い

が必要
民・議会等から

ま

の意見 意　見 出ている

す

。 対応策 となる。
と対

か

応策

２団体（三好上山

？

車保存会及び三好 申請

得

する団体数については

ら

変わらな
R4年度の事

れ

業計画は前 変　更
下山

て

車保存会） いため変更

い

なし。
年度から変更・

な

追加は 前年度 ・
新型コ

い

ロナウイルス感染症拡

事

大のた
あるか 追　加

め

業

補助対象事業が縮小し

進

た。

今後の事業・コス

展

ト・成果の方向性 今後

等

の事業の方向性、改革

に

・改善案
※今年度から

よ

の具体的な事業の進め

る

方、手段の見直し等、

環

各方向性の内容

　　　

境

　　　　　　□　拡大

変

①文化財管理者が、良

化

好な状態で維持保存す

あ

る取組を
　　　　　　

る

　　　□　改善 継続す

に

ることが、当該文化財

伴

の保存につながるもの

い

で
　　　　　　　　　

、

■　現状維持 あり、現

対

在の水準を維持する。

象

　　　　　　　　　□

を

　縮小 ②未指定の文化

見

財も含む、活用を視野

直

に入れた保存計
　　　

す

　　　　　　□　統合

（

画等の策定を検討する

拡

必要がある。
　　　　

そ

　　　　　□　完了
　

の

　　　　　　　　□　

理

廃止・休止
コストの方

由

向性
　　　　　　　　

大

　→　維持
成果の方向

・

性
　　　　　　　　　

縮

→　維持

2

小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 374 有形文化財保存活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

補助金により定期的な小規模修繕が実施され、維持が図られ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

ており、十分な成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

新たに価値が見出された文化

様

財を、市指定有形文化

式

財とした場合は、
事業

1

進展等による環境変化

-

■ ある 対象を拡大する

2

必要がある。
に伴い、

事

対象を見直す（拡
その

務

理由
大・縮小）必要は



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 375 郷土芸能保存活動支援事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

囃子や棒の手といった郷土芸能を保存する団体と協働 現在の状況
して、郷土芸能を後世に伝承するため、当該団体の活 申請のあった郷土芸能保存団体へ文化財保存事業補助
動を支援する。 金交付要綱によって補助金を交付している。
SDGsの取組み：３,４,11  

根拠または理由
郷土芸能は、その地域独自の特色を備えており、それ
らを保存し、後世に伝え残すための活動に対する支援
は、市の責務であるため。

①郷土芸能保存団体が行う郷土芸能の保存活動経費の一部を補助する

令

旨を通知
R3年度に実

和

施した具体的な ②補助

 

金交付申請書を受理し

4

、内容審査したのちに

年

補助金交付決定を通知

度

事業の方法、手順、指

（

標に対す ③新型コロナ

3

ウイルス感染症拡大に

年

よる計画の変更を承認

度

る成果等 ④事業完了後

実

、実績報告書を受理し

施

、内容審査したのちに

分

補助金を交付
⑤令和３

）

(2021)年度は、

事

三好上山車保存会はじ

務

め７団体に交付

事務事

事

業を取り巻く状況は過

業

去と比べ変化している

目

か (1)活動指標（事

的

務事業の活動量を表す

評

指標）

保存団体の構成

価

員の多様化や若年層の

表

加入減少などにより 名

様

称 単位
、後継者の育成

式

が課題となっている。

1

① 補助金交付団体の数

-

団体
変 化

②
内 容

対

1

象(この事業の対象、

記

範囲となる人、物) (

入

2)対象指標（対象の

日

大きさを表す指標）

地

令

域に伝わる郷土芸能 名

和

称 単位
・囃子、棒の手

0

① 郷土芸能保存団体の

4

数 団体
②

目的(この事

年

業によって上記対象を

1

どのような状態にした

2

いのか) (3)成果指

月

標（目的の達成度を示

0

す指標）

郷土芸能が着

6

実に次代へ伝承される

日

。 名称 単位
① 保存活動

１

を継続する保存団体の

事

数 団体
②

結果(上位基

務

本事業の意図) (4)

事

結果の成果指標（上位

業

基本事業の成果指標）

の

史跡、歴史的資料と伝

現

統芸能を保存し、次代

状

に継承する。 名称 単位

　

① 文化・芸術の取組み

Ｐ

に満足した人の割合 ％

Ｌ

②

事務事業の各種指標

Ａ

の実績と見込及び目標

Ｎ

R2年度 R3年度 R3

及

年度 R4年度 R5年度

び

R6年度 R7年度
指標

Ｄ

 ＼ 年度 単位
実績値

Ｏ

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

務

)の ① 団体 8 8 7 8 8

事

8 8
活動指標 ②
(2)

業

の ① 団体 8 8 8 8 8 8

名

8
対象指標 ②
(3)の

N

① 団体 8 8 8 8 8 8 8

o

成果指標 ②
(4)の結

.

果の ① ％ 71 71 81

3

81 81 81 81
成果

7

指標 ②
予算費目 会計 0

5

1 一般会計 款 10 項

郷

05 目 06

コスト 年度

土

R2年度 R3年度 R3

芸

年度 R4年度 R5年度

能

R6年度 R7年度
実績

保

値 計画値 実績値 計画値

存

目標値 目標値 目標値
事

活

業費(決算又は予算額

動

)Ａ 単位 237 640

支

307 640 640 6

援

40 640

財
源
内
訳

 

事

国庫支出金 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 県支出金 千

政

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

策

方債 千円 0 0 0 0 0 0

こ

0
 その他 千円 0 0 0

の

0 0 0 0
 一般財源 千

事

円 237 640 307

務

640 640 640 6

事

40
人件費Ｂ 千円 1,

業

488 1,488 1,

施

852.6 1,852

策

.6 1,852.6 1

の

,852.6 1,85

位

2.6
正職員従事時間

置

×人数 時間×人 200

基

× 2 200× 2 166

本

× 3 166× 3 166

事

× 3 166× 3 166

業

× 3
正職員以外の人件

主

費 千円 0 0 0 0 0 0 0

管

その他の費用Ｃ 千円 6

課

6 0 0 0 0 0
トータル

名

コストA+B+C 千円

課

1,731 2,134

長

2,159.6 2,4

名

92.6 2,492.

こ

6 2,492.6 2,

の

492.6
単位あたり

事

コスト ① 千円/団体 2

務

16.4 266.8 2

事

69.9 311.6 3

業

11.6 311.6 3

の

11.6
（ﾄｰﾀﾙｺ

開

ｽﾄ/(2)の対象指

始

標）② 千円/ 0 0 0 0

時

0 0 0

1

期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

の理由
大・縮小）必要

業

はありませ
□ ない

んか

名

？

活用を視野に入れた

N

保存計画等の策定をし

o

た場合は、活用を含め

.

た保
事業進展等による

3

環境変化 ■ ある
存・維

7

持活動も目的とするよ

5

うに拡充する必要があ

郷

る。
に伴い、目的を見

土

直す（目
その理由

的の

芸

追加・拡充又は絞込）

能

必要はありませんか？

保

□ ない

有
効
性

活用を視

存

野に入れた保存計画等

活

を策定した場合は、国

動

等の補助対象となりう

支

る
今以上に事業の成果

援

を向上
可能性がある。

事

させる方法を記入して

業

下さ

い。 内　容
※(3

２

)の成果指標を向上さ

評

せる

　ことはできます

価

か？

各団体とも良好に

　

伝承がなされており、

Ｃ

おおむね達成できてい

Ｈ

る。
目的達成状況 内　

Ｅ

容

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｋ

関与の必要性 □指定管

目

理 ■補助金・負担金助

的

成 □市の直営
内　容

　

妥

（実施手法） 補助金に

当

より保存団体と負担を

性

分担

効
率
性

国や民間団

こ

体等の事業は限定的で

の

あり、かつ目的が一部

事

異なるため類似事業と

業

事務事業の統廃合によ

の

り、
は言えず、統廃合

必

できない。
事業の効率

要

化を図り、成果
内　容

性

を向上させる方法を記

は

入し

て下さい。

事務の

薄

効率化をこれ以上図る

れ

ことは難しく、事業費

て

等の削減はできない。

得

現状より事業費・人件

ら

費を

削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

い

託、従事時間の削減等

る

は

できないか？)

公
平

い

性

補助額及び補助率は

ま

適正である。
■ ある ■

せ

現状で適正
受益者負担

ん

はありますか？

また、

か

受益者負担割合は適 □

。

ない □ 検討が必要 内　

十

容
正ですか？

□ 受益者

分

がいない

３
改
革
改
善
案

な

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

道具類

成

の修繕や更新に要する

果

経費が 国や民間団体等

が

の実施する助成金等
事

理

業実施上の課題、住 増

　

加しており、保存団体

由

から支援策 の情報を積

得

極的に提供する。
民・

ら

議会等からの意見 意　

れ

見 の拡大が求められて

て

いる。 対応策
と対応策

い

７団体 ８団体
R4年度

ま

の事業計画は前 変　更

す

新型コロナウイルス感

か

染症拡大のた 補助対象

？

となる郷土芸能は囃子

得

と棒
年度から変更・追

ら

加は 前年度 ・
め１団体

れ

が補助対象となる伝承

て

活動 の手であり、伝承

い

する団体は限られ
ある

な

か 追　加
を行えなかっ

い

た。 ている。

今後の事

事

業・コスト・成果の方

業

向性 今後の事業の方向

進

性、改革・改善案
※今

展

年度からの具体的な事

等

業の進め方、手段の見

に

直し等、各方向性の内

よ

容

　　　　　　　　　

る

□　拡大 ①郷土芸能の

環

伝承活動は、保存団体

境

の指導者等の熱意
　　

変

　　　　　　　□　改

化

善 に支えられ、今後も

あ

継続されていくことが

る

、文化財の
　　　　　

に

　　　　■　現状維持

伴

保存と活用につながる

い

ものであり、現在の水

、

準を維持
　　　　　　

対

　　　□　縮小 する。

象

　　　　　　　　　□

を

　統合 ②有形文化財と

見

一体となった、活用を

直

視野に入れた保
　　　

す

　　　　　　□　完了

（

存計画等の策定を検討

拡

する必要がある。
　　

そ

　　　　　　　□　廃

の

止・休止
コストの方向

理

性
　　　　　　　　　

由

→　維持
成果の方向性

大

　　　　　　　　　→

・

　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 375 郷土芸能保存活動支援事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

補助金により道具類の修繕や更新がなされ、適正な維持が図
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

られており、十分な成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

囃子や棒の手以外で、地域に

様

残る伝統的な郷土芸能

式

について調査・研
事業

1

進展等による環境変化

-

■ ある 究し、事業の対

2

象となりうるか検討す

事

る必要がある。
に伴い

務

、対象を見直す（拡
そ



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 376 郷土芸能伝承活動発表会開催事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①市内には囃子や棒の手、巫女舞といった郷土芸能が 現在の状況
古くから伝わっている。 ①年に１回、９月中旬頃に文化センターサンアートに
②各地区において郷土芸能の伝承活動が行なわれてい おいて発表会を実施している。
る。 ②参加するのは、囃子、棒の手、巫女舞、和太鼓の伝
③市民に郷土芸能に対する関心を深めてもらい、郷土 承活動を行う団体である。
芸能の保存団体の活動の励みとするため、郷土伝承活  
動発表会を開催する。 根拠または理由
SDGsの取

令

組み：３，４,11 郷

和

土芸能の保存団体の活

 

動継続と市民の関心の

4

高まり
を期待するとと

年

もに、伝統文化を保護

度

保存し、次代に
継承す

（

るため。
第39回郷土

3

芸能伝承活動発表会を

年

令和３(2021)年

度

９月11日（土）に総

実

合体育館アリ
R3年度

施

に実施した具体的な ー

分

ナで開催する予定だっ

）

たが、新型コロナウイ

事

ルス感染症拡大防止の

務

ため中止
事業の方法、

事

手順、指標に対す  （

業

説明会は１回開催）
る

目

成果等

事務事業を取り

的

巻く状況は過去と比べ

評

変化しているか (1)

価

活動指標（事務事業の

表

活動量を表す指標）

会

様

場や開催日、参加団体

式

は時代に応じて変化し

1

ている。 名称 単位
① 発

-

表会開催回数 回
変 化

1

②
内 容

対象(この事

記

業の対象、範囲となる

入

人、物) (2)対象指

日

標（対象の大きさを表

令

す指標）

①市民 名称 単

和

位
②郷土芸能関連団体

0

① 人口 人
② 郷土芸能関

4

連団体数 団体

目的(こ

年

の事業によって上記対

1

象をどのような状態に

2

したいのか) (3)成

月

果指標（目的の達成度

0

を示す指標）

①市民に

6

郷土芸能に対する関心

日

を深めてもらう。 名称

１

単位
②郷土芸能関連団

事

体に本発表会に参加し

務

てもらう。 ① 観覧者数

事

人
② 発表会に参加した

業

郷土芸能関連団体の数

の

団体

結果(上位基本事

現

業の意図) (4)結果

状

の成果指標（上位基本

　

事業の成果指標）

史跡

Ｐ

、歴史的資料と伝統芸

Ｌ

能を保存し、次代に継

Ａ

承する。 名称 単位
① 文

Ｎ

化・芸術の取組みに満

及

足した人の割合 ％
②

事

び

務事業の各種指標の実

Ｄ

績と見込及び目標

R2

Ｏ

年度 R3年度 R3年度

事

R4年度 R5年度 R6

務

年度 R7年度
指標 ＼

事

 年度 単位
実績値 計画

業

値 実績値 計画値 目標値

名

目標値 目標値
(1)の

N

① 回 0 1 0 1 1 1 1
活

o

動指標 ②
(2)の ① 人

.

61,040 61,2

3

36 61,236 61

7

,218 62,360

6

62,620 62,8

郷

80
対象指標 ② 団体 1

土

3 13 13 13 13 1

芸

3 13
(3)の ① 人 0

能

750 0 750 800

伝

800 800
成果指標

承

② 団体 0 13 13 13

活

13 13 13
(4)の

動

結果の ① ％ 71 71 8

発

1 81 81 81 81
成

表

果指標 ②
予算費目 会計

会

01 一般会計 款 10

開

項 05 目 06

コスト 年

催

度 R2年度 R3年度 R

事

3年度 R4年度 R5年

業

度 R6年度 R7年度
実

政

績値 計画値 実績値 計画

策

値 目標値 目標値 目標値

こ

事業費(決算又は予算

の

額)Ａ 単位 0 1,06

事

9 0 567 567 56

務

7 567

財
源
内
訳

 国

事

庫支出金 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 県支出金 千円

施

0 0 0 0 0 0 0
 地方

策

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 0 0 0 0

位

0 0 0
 一般財源 千円

置

0 1,069 0 567

基

567 567 567
人

本

件費Ｂ 千円 1,004

事

.4 1,721.2 9

業

67.2 967.2 9

主

67.2 967.2 9

管

67.2
正職員従事時

課

間×人数 時間×人 13

名

5× 2 92× 5 130

課

× 2 130× 2 130

長

× 2 130× 2 130

名

× 2
正職員以外の人件

こ

費 千円 0 10 0 0 0 0

の

0
その他の費用Ｃ 千円

事

24 75 12 12 12

務

12 12
トータルコス

事

トA+B+C 千円 1,

業

028.4 2,865

の

.2 979.2 1,5

開

46.2 1,546.

始

2 1,546.2 1,

時

546.2
単位あたり

期

コスト ① 千円/人 0 0

事

0 0 0 0 0
（ﾄｰﾀﾙ

務

ｺｽﾄ/(2)の対象

区

指標）② 千円/団体 7

分

9.1 220.4 75

法

.3 118.9 118

定

.9 118.9 118

受

.9

1

託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
大・縮小）必要は

業

ありませ
□ ない

んか？

名

成果をより効果的に得

N

るため、発表会に参加

o

する郷土芸能及び団体

.

に
事業進展等による環

3

境変化 ■ ある
ついては

7

、見直しを行う必要が

6

ある。
に伴い、目的を

郷

見直す（目
その理由

的

土

の追加・拡充又は絞込

芸

）

必要はありませんか

能

？ □ ない

有
効
性

小中学

伝

校の児童生徒へチラシ

承

配布を行い、事業の周

活

知を図ることにより、

動

参観
今以上に事業の成

発

果を向上
者数の増加が

表

期待できる。
させる方

会

法を記入して下さ

い。

開

内　容
※(3)の成果

催

指標を向上させる

　こ

事

とはできますか？

対象

業

となる郷土芸能の保存

２

団体の大半が参加して

評

おり、おおむね達成で

価

きてい
目的達成状況 内

　

　容 る。

□民間への一

Ｃ

部委託 □民間への全部

Ｈ

委託
市関与の必要性 □

Ｅ

指定管理 □補助金・負

Ｃ

担金助成 ■市の直営
内

Ｋ

　容
　（実施手法） 郷

目

土芸能に対する認識と

的

関心を高めるための事

妥

業であり、市が直接行

当

う。

効
率
性

類似事業が

性

ないため、統廃合でき

こ

ない。
事務事業の統廃

の

合により、

事業の効率

事

化を図り、成果
内　容

業

を向上させる方法を記

の

入し

て下さい。

保存団

必

体との協働であり、こ

要

れ以上の効率化や事業

性

費等の削減を図ること

は

は難
現状より事業費・

薄

人件費を
しい。

削減す

れ

る方法を記入して下

さ

て

い。（仕様の変更、外

得

部 内　容
委託、従事時

ら

間の削減等は

できない

れ

か？)

公
平
性

参加にか

て

かる費用等は保存団体

い

の負担
■ ある ■ 現状で

る

適正
受益者負担はあり

い

ますか？

また、受益者

ま

負担割合は適 □ ない □

せ

検討が必要 内　容
正で

ん

すか？
□ 受益者がいな

か

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

。

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

縮小の方向で

十

の見直しが求められて

分

保存団体に対し、アン

な

ケートや聞き
事業実施

成

上の課題、住 いる。 取

果

りなどを行ない、今後

が

の発表会の
民・議会等

理

からの意見 意　見 対応

　

策 実施方法や規模など

由

を検討していく
と対応

得

策 。

新型コロナウイル

ら

ス感染症拡大のた 大規

れ

模改修が終了したため

て

、令和元
R4年度の事

い

業計画は前 変　更
め中

ま

止。 年度以前同様に文

す

化センターサンア
年度

か

から変更・追加は 前年

？

度 ・
ート大ホールにて

得

開催。
あるか 追　加

今

ら

後の事業・コスト・成

れ

果の方向性 今後の事業

て

の方向性、改革・改善

い

案
※今年度からの具体

な

的な事業の進め方、手

い

段の見直し等、各方向

事

性の内容

　　　　　　

業

　　　□　拡大 ①市民

進

が地域の伝統文化であ

展

る郷土芸能に対する関

等

心
　　　　　　　　　

に

□　改善 を深める機会

よ

になっており、事業自

る

体は今後も継続し
　　

環

　　　　　　　□　現

境

状維持 て実施していく

変

。
　　　　　　　　　

化

■　縮小 ②開催方法な

あ

どについては、保存団

る

体の意向も踏まえ
　　

に

　　　　　　　□　統

伴

合 ながら検討し、見直

い

しを行う。
　　　　　

、

　　　　□　完了  
　

対

　　　　　　　　□　

象

廃止・休止
コストの方

を

向性
　　　　　　　　

見

　→　維持
成果の方向

直

性
　　　　　　　　　

す

→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 376 郷土芸能伝承活動発表会開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

参観者数に変動はあるものの、参加団体からは本事業の継続
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

を求められており、一定の成果は得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

成果をよ

様

り効果的に得るため、

式

対象とする郷土芸能及

1

び団体について
事業進

-

展等による環境変化
■

2

ある は、見直しを行う

事

必要がある。
に伴い、

務

対象を見直す（拡
その



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 377 文化財環境保全事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①紙や木、布などでできた文化財は、害虫の被害にあ 現在の状況
うことがある。 ①文化財がおかれた環境にどの程度害虫がいるか調査
②市指定有形文化財及び資料館収蔵資料を害虫による を実施する。
被害から保護するため、山車保存庫（三好上区山車・ ②新規受入れ資料について、年１回のくん蒸処理を実
三好下区山車）、金比羅宮（酒井家）、資料館、収蔵 施する。
庫、石川家住宅の害虫調査を行う。  
③害虫を外部から持ち込まないように、資料館新規受 根拠または理由
入れ資料のくん蒸処理

令

（殺虫処理）を実施す

和

る。 市民共有の歴史的

 

・文化的財産である市

4

指定文化財及
SDGs

年

の取組み：４,11 び

度

資料館収蔵資料を害虫

（

から保護し、適切な状

3

態で維
持保存するのは

年

市の責務であるため。

度

①調査対象：三好上区

実

・下区山車保存庫、金

施

比羅宮（酒井家）、資

分

料館本館及び木
R3年

）

度に実施した具体的な

事

造棟、収蔵庫、石川家

務

住宅
事業の方法、手順

事

、指標に対す ②くん蒸

業

処理対象：資料館新規

目

受入れ資料
る成果等

事

的

務事業を取り巻く状況

評

は過去と比べ変化して

価

いるか (1)活動指標

表

（事務事業の活動量を

様

表す指標）

①施設の老

式

朽化や周辺環境の変化

1

に伴い、定期的に行う

-

大 名称 単位
規模なくん

1

蒸処理を中止した。 ①

記

くん蒸処理回数 回
変 

入

化
②地球環境保護の観

日

点から、薬剤に頼らな

令

い殺虫方法の導 ② 害虫

和

調査回数 回
内 容

入が

0

求められている。
③屋

4

外にある文化財の虫害

年

が毎年報告されている

1

。

対象(この事業の対

2

象、範囲となる人、物

月

) (2)対象指標（対

0

象の大きさを表す指標

6

）

①市指定有形文化財

日

名称 単位
②出土遺物を

１

除いた資料館収蔵資料

事

① 市指定有形文化財の

務

数 件
② 資料館収蔵資料

事

の数 件

目的(この事業

業

によって上記対象をど

の

のような状態にしたい

現

のか) (3)成果指標

状

（目的の達成度を示す

　

指標）

市指定有形文化

Ｐ

財及び資料館収蔵資料

Ｌ

を害虫の被害から保護

Ａ

し、 名称 単位
良好な状

Ｎ

態で保存する。 ① 虫害

及

を防止できた市指定有

び

形文化財の数 件
② 虫害

Ｄ

を防止できた資料館収

Ｏ

蔵資料の数 件

結果(上

事

位基本事業の意図) (

務

4)結果の成果指標（

事

上位基本事業の成果指

業

標）

史跡、歴史的資料

名

と伝統芸能を保存し、

N

次代に継承する。 名称

o

単位
① 文化・芸術の取

.

組みに満足した人の割

3

合 ％
②

事務事業の各種

7

指標の実績と見込及び

7

目標

R2年度 R3年度

文

R3年度 R4年度 R5

化

年度 R6年度 R7年度

財

指標 ＼ 年度 単位
実

環

績値 計画値 実績値 計画

境

値 目標値 目標値 目標値

保

(1)の ① 回 1 0 0 1

全

1 1 1
活動指標 ② 回 2

事

2 2 2 2 2 2
(2)の

業

① 件 4 4 4 4 4 4 5
対

政

象指標 ② 件 9,236

策

9,336 9,322

こ

9,422 9,522

の

9,622 9,722

事

(3)の ① 件 4 4 4 4

務

4 4 5
成果指標 ② 件 9

事

,236 9,336 9

業

,322 9,422 9

施

,522 9,622 9

策

,722
(4)の結果

の

の ① ％ 71 81 81 8

位

1 81 81
成果指標 ②

置

予算費目 会計 01 一

基

般会計 款 10 項 05 目

本

06

コスト 年度 R2年

事

度 R3年度 R3年度 R

業

4年度 R5年度 R6年

主

度 R7年度
実績値 計画

管

値 実績値 計画値 目標値

課

目標値 目標値
事業費(

名

決算又は予算額)Ａ 単

課

位 3,267 352 3

長

47 814 996 99

名

6 996

財
源
内
訳

 国

こ

庫支出金 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 県支出金 千円

事

0 0 0 0 0 0 0
 地方

務

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

事

 その他 千円 0 0 0 0

業

0 0 0
 一般財源 千円

の

3,267 352 34

開

7 814 996 996

始

996
人件費Ｂ 千円 3

時

72 372 260.4

期

260.4 260.4

事

260.4 260.4

務

正職員従事時間×人数

区

時間×人 100× 1 1

分

00× 1 70× 1 70

法

× 1 70× 1 70× 1

定

70× 1
正職員以外の

受

人件費 千円 0 0 0 0 0

託

0 0
その他の費用Ｃ 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
トー

務

タルコストA+B+C

自

千円 3,639 724

治

607.4 1,074

事

.4 1,256.4 1

務

,256.4 1,25

こ

6.4
単位あたりコス

の

ト ① 千円/件 909.

事

8 181 151.9 2

務

68.6 314.1 3

事

14.1 251.3
（

業

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

の

)の対象指標）② 千円

根

/件 0.4 0.1 0.

拠

1 0.1 0.1 0.1

法

0.1

1

令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

（拡
その理由 していく

業

必要がある。
大・縮小

名

）必要はありませ
□ な

N

い
んか？

市民共有の財

o

産である指定有形文化

.

財や資料館収蔵資料を

3

、害虫から
事業進展等

7

による環境変化 □ ある

7

保護して良好な状態で

文

後世に伝えていくこと

化

は、市の責務である。

財

に伴い、目的を見直す

環

（目
その理由

的の追加

境

・拡充又は絞込）

必要

保

はありませんか？ ■ な

全

い

有
効
性

害虫調査の回

事

数及び期間を拡充し、

業

害虫発生状況を的確に

２

把握することによっ
今

評

以上に事業の成果を向

価

上
て、より成果は向上

　

する。
させる方法を記

Ｃ

入して下さ

い。 内　容

Ｈ

※(3)の成果指標を

Ｅ

向上させる

　ことはで

Ｃ

きますか？

指定有形文

Ｋ

化財及び資料館収蔵資

目

料ともに、深刻な害虫

的

被害は発生しておらず

妥

目的達成状況 内　容 、

当

おおむね達成できてい

性

る。

■民間への一部委

こ

託 □民間への全部委託

の

市関与の必要性 □指定

事

管理 □補助金・負担金

業

助成 □市の直営
内　容

の

　（実施手法） 専門的

必

な知識と技術を有する

要

民間団体と協働

効
率
性

性

類似事業がないため、

は

統廃合できない。
事務

薄

事業の統廃合により、

れ

事業の効率化を図り、

て

成果
内　容

を向上させ

得

る方法を記入し

て下さ

ら

い。

事務の効率化をこ

れ

れ以上図ることは難し

て

く、人件費の削減はで

い

きない。
現状より事業

る

費・人件費を

削減する

い

方法を記入して下

さい

ま

。（仕様の変更、外部

せ

内　容
委託、従事時間

ん

の削減等は

できないか

か

？)

公
平
性

直接的な受

。

益者はいない
□ ある □

十

現状で適正
受益者負担

分

はありますか？

また、

な

受益者負担割合は適 □

成

ない □ 検討が必要 内　

果

容
正ですか？

■ 受益者

が

がいない

３
改
革
改
善
案

理

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

文化財

　

所有者から軽微な虫害

由

発生の 随時、職員が状

得

況確認を行ない、薬
事

ら

業実施上の課題、住 報

れ

告がある。 剤等による

て

処置を実施している。

い

民・議会等からの意見

ま

意　見 対応策
と対応策

す

くん蒸業務の見直しを

か

行うため、く 定期的な

？

大規模くん蒸を中止し

得

、新
R4年度の事業計

ら

画は前 変　更
ん蒸自体

れ

を行なわなかった。 規

て

受入れ資料についてく

い

ん蒸を実施
年度から変

な

更・追加は 前年度 ・
す

い

る。
あるか 追　加

今後

事

の事業・コスト・成果

業

の方向性 今後の事業の

進

方向性、改革・改善案

展

※今年度からの具体的

等

な事業の進め方、手段

に

の見直し等、各方向性

よ

の内容

　　　　　　　

る

　　□　拡大 ①過去の

環

害虫調査結果を踏まえ

境

、定期的な大規模くん

変

　　　　　　　　　□

化

　改善 蒸の実施を中止

あ

し、新規受入れ資料の

る

くん蒸を年１回
　　　

に

　　　　　　■　現状

伴

維持 実施する。
　　　

い

　　　　　　□　縮小

、

②くん蒸処理の方法や

対

薬剤使用の有無などに

象

ついて、
　　　　　　

を

　　　□　統合 調査研

見

究する必要がある。
　

直

　　　　　　　　□　

す

完了
　　　　　　　　

（

　□　廃止・休止
コス

拡

トの方向性
　　　　　

そ

　　　　↑　増加
成果

の

の方向性
　　　　　　

理

　　　→　維持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 377 文化財環境保全事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

指定有形文化財や資料館収蔵資料を虫害から保護することは
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

、市の責務であり、成果も十分得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

指定有形文化財が増加した場合、それ

様

らを害虫調査の対象と

式

するかや
事業進展等に

1

よる環境変化
■ ある 、

-

急を要する害虫被害に

2

対してどのように対応

事

していくかなど、検討

務

に伴い、対象を見直す



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 378 史跡整備管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 平成２(1990)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①市の歴史と文化を今に伝える貴重な史跡を整備保存 現在の状況
し、広く公開するため、草刈りや雑木伐採を実施し、 史跡用地として借地又は使用契約している福谷城跡及
史跡の環境を維持保全する。 び黒笹27号窯跡、公園内にある黒笹90号窯跡について
②現在は、福谷城跡、黒笹27号窯跡、黒笹90号窯跡の 、草刈り及び雑木処理を実施している。
３箇所を常時公開している。  
SDGsの取組み：４,11,15 根拠または理由

城跡や窯跡は、地域の歴史を現在に伝える貴重な文化
財であり、

令

適正な維持管理を行い

和

、広く公開して、後
世

 

に受け継いでいく必要

4

があるため。

①史跡用

年

地の賃貸借及び使用貸

度

借事務
R3年度に実施

（

した具体的な ②史跡管

3

理（年１回の草刈り）

年

事業の方法、手順、指

度

標に対す
る成果等

事務

実

事業を取り巻く状況は

施

過去と比べ変化してい

分

るか (1)活動指標（

）

事務事業の活動量を表

事

す指標）

①文化財保護

務

法の改正により、活用

事

を視野に入れた保護が

業

名称 単位
求められてい

目

る。 ① 対象となる史跡

的

の数 件
変 化

②福谷城

評

跡を含む公園整備計画

価

の策定が予定されてい

表

る。 ② 草刈り等の管理

様

実施回数 回
内 容

③令

式

和３(2021)年度

1

から黒笹90号窯跡の

-

管理も行っている
。

対

1

象(この事業の対象、

記

範囲となる人、物) (

入

2)対象指標（対象の

日

大きさを表す指標）

市

令

に残る代表的な史跡 名

和

称 単位
・福谷城跡、黒

0

笹27号窯跡、黒笹9

4

0号窯跡 ① 代表的な史

年

跡の面積 ㎡
②

目的(こ

1

の事業によって上記対

2

象をどのような状態に

月

したいのか) (3)成

0

果指標（目的の達成度

6

を示す指標）

適正に保

日

存された史跡を広く公

１

開するとともに、見学

事

者がその価 名称 単位
値

務

を正しく認識し、かつ

事

快適に見られるように

業

維持する。 ① 代表的な

の

史跡の公開面積 ㎡
②

結

現

果(上位基本事業の意

状

図) (4)結果の成果

　

指標（上位基本事業の

Ｐ

成果指標）

史跡、歴史

Ｌ

的資料と伝統芸能を保

Ａ

存し、次代に継承する

Ｎ

。 名称 単位
① 文化・芸

及

術の取組みに満足した

び

人の割合 ％
②

事務事業

Ｄ

の各種指標の実績と見

Ｏ

込及び目標

R2年度 R

事

3年度 R3年度 R4年

務

度 R5年度 R6年度 R

事

7年度
指標 ＼ 年度

業

単位
実績値 計画値 実績

名

値 計画値 目標値 目標値

N

目標値
(1)の ① 件 2

o

3 3 3 3 3 3
活動指標

.

② 回 2 2 1 2 2 2 2
(

3

2)の ① ㎡ 4,327

7

4,595 4,595

8

4,595 4,595

史

4,595 4,595

跡

対象指標 ②
(3)の ①

整

㎡ 4,327 4,59

備

5 4,595 4,59

管

5 4,595 4,59

理

5 4,595
成果指標

事

②
(4)の結果の ① ％

業

71 71 81 81 81

政

81 81
成果指標 ②

予

策

算費目 会計 01 一般

こ

会計 款 10 項 05 目 0

の

6

コスト 年度 R2年度

事

R3年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

事

R7年度
実績値 計画値

業

実績値 計画値 目標値 目

施

標値 目標値
事業費(決

策

算又は予算額)Ａ 単位

の

1,610 1,821

位

1,653 2,654

置

1,884 1,884

基

1,884

財
源
内
訳

 

本

国庫支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

主

方債 千円 0 0 0 0 0 0

管

0
 その他 千円 0 0 0

課

0 0 0 0
 一般財源 千

名

円 1,610 1,82

課

1 1,653 2,65

長

4 1,884 1,88

名

4 1,884
人件費Ｂ

こ

千円 1,041.6 1

の

,041.6 1,26

事

4.8 1,264.8

務

1,264.8 1,2

事

64.8 1,264.

業

8
正職員従事時間×人

の

数 時間×人 70× 4 7

開

0× 4 85× 4 85×

始

4 85× 4 85× 4 8

時

5× 4
正職員以外の人

期

件費 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
その他の費用Ｃ 千円

務

61 61 39 39 39

区

39 39
トータルコス

分

トA+B+C 千円 2,

法

712.6 2,923

定

.6 2,956.8 3

受

,957.8 3,18

託

7.8 3,187.8

事

3,187.8
単位あ

務

たりコスト ① 千円/㎡

自

0.6 0.6 0.6 0

治

.9 0.7 0.7 0.

事

7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

務

(2)の対象指標）②

こ

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

の

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

視野に入れた保存計画

業

等を策定した場合は、

名

活用を含めた保存
事業

N

進展等による環境変化

o

■ ある
・維持活動も目

.

的とするように拡充す

3

る必要がある。
に伴い

7

、目的を見直す（目
そ

8

の理由
的の追加・拡充

史

又は絞込）

必要はあり

跡

ませんか？ □ ない

有
効

整

性

現在の成果指標につ

備

いて、これ以上の向上

管

は難しい。
今以上に事

理

業の成果を向上

させる

事

方法を記入して下さ

い

業

。 内　容
※(3)の成

２

果指標を向上させる

　

評

ことはできますか？

現

価

状においては適正に管

　

理されており、おおむ

Ｃ

ね達成できている。
目

Ｈ

的達成状況 内　容

■民

Ｅ

間への一部委託 □民間

Ｃ

への全部委託
市関与の

Ｋ

必要性 □指定管理 □補

目

助金・負担金助成 □市

的

の直営
内　容

　（実施

妥

手法） 草刈り等の作業

当

は委託業務にて実施

効

性

率
性

類似事業がないた

こ

め、統廃合できない。

の

事務事業の統廃合によ

事

り、

事業の効率化を図

業

り、成果
内　容

を向上

の

させる方法を記入し

て

必

下さい。

事務の効率化

要

をこれ以上図ることは

性

難しく、事業費等の削

は

減はできない。
現状よ

薄

り事業費・人件費を

削

れ

減する方法を記入して

て

下

さい。（仕様の変更

得

、外部 内　容
委託、従

ら

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

直接

て

的な受益者はいない。

い

□ ある □ 現状で適正
受

る

益者負担はありますか

い

？

また、受益者負担割

ま

合は適 □ ない □ 検討が

せ

必要 内　容
正ですか？

ん

■ 受益者がいない

３
改

か

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

。

Ｎ

文化財保護委員会に

十

て福谷城跡の史 史跡の

分

範囲や歴史的価値等に

な

ついて
事業実施上の課

成

題、住 跡への指定を検

果

討するよう意見が出 調

が

査を行う。
民・議会等

理

からの意見 意　見 され

　

た。 対応策
と対応策

草

由

刈りのみ実施した。 福

得

谷城跡の高所枝払い作

ら

業を予定し
R4年度の

れ

事業計画は前 変　更
て

て

いる。
年度から変更・

い

追加は 前年度 ・
あるか

ま

追　加

今後の事業・コ

す

スト・成果の方向性 今

か

後の事業の方向性、改

？

革・改善案
※今年度か

得

らの具体的な事業の進

ら

め方、手段の見直し等

れ

、各方向性の内容

　　

て

　　　　　　　□　拡

い

大 ①史跡を良好な状態

な

で保全する取り組みを

い

継続するこ
　　　　　

事

　　　　□　改善 とが

業

、文化財の保存と活用

進

に結びつくものであり

展

、現
　　　　　　　　

等

　■　現状維持 在の水

に

準を維持する。
　　　

よ

　　　　　　□　縮小

る

②活用を視野に入れた

環

保存計画等の策定を検

境

討する必
　　　　　　

変

　　　□　統合 要があ

化

る。
　　　　　　　　

あ

　□　完了 ③福谷城跡

る

については、公園整備

に

計画の策定に伴い、
　

伴

　　　　　　　　□　

い

廃止・休止 適宜対応し

、

ていくと共に、指定に

対

向けた検討を行なっ
コ

象

ストの方向性 ていく。

を

　　　　　　　　　↓

見

　減少
成果の方向性
　

直

　　　　　　　　→　

す

維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 378 史跡整備管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

対象となる史跡は適正に管理され、広く公開されており、十
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

分な成果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

新たに史跡が追加されたり、史跡の範囲が変更となった場合は

様

、対象
事業進展等によ

式

る環境変化
■ ある を見

1

直すか検討する必要が

-

ある。
に伴い、対象を

2

見直す（拡
その理由

大

事

・縮小）必要はありま

務

せ
□ ない

んか？

活用を



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 379 埋蔵文化財保存事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①埋蔵文化財は、土地に埋蔵された状態での現状保存 現在の状況
が原則であるが、開発事業に伴い現状保存できない場 ①埋蔵文化財の有無等を確認するための試掘調査や個
合は、発掘調査等を実施し記録保存するとともに、埋 人の専用住宅建設等の発掘調査は、国庫補助を受けて
蔵文化財の詳細を報告書として後世に残す。 いる。
②昭和53(1978)年に中部電力変電所地内の埋蔵文化財 ②営利企業や公共団体による開発に伴う発掘調査は、
の発掘調査が行われて以来、埋蔵文化財の保存事業が 原因者負担で行う。
継続し

令

て実施されている。 根

和

拠または理由
③平成2

 

8(2016)年度か

4

ら埋蔵文化財の面積や

年

事業費が 文化財保護法

度

により、工事によって

（

破壊されるものに
増加

3

したため国庫補助を受

年

けている。 ついては、

度

発掘調査を行い記録保

実

存し後世に残さなけ
S

施

DGsの取組み：４,

分

８,11 ればならない

）

ため。
①埋蔵文化財の

事

有無確認及び開発計画

務

の調整（有無の確認、

事

結果通知、開発者との

業

R3年度に実施した具

目

体的な 協議調整）
事業

的

の方法、手順、指標に

評

対す ②発掘等の届出等

価

に関わる業務（開発者

表

との協議調整、発掘の

様

届出等の受理、審査
る

式

成果等 、県への送付）

1

③埋蔵文化財調査業務

-

（委託契約、調査業務

1

の監理、委託料の支払

記

い、完了確認）

事務事

入

業を取り巻く状況は過

日

去と比べ変化している

令

か (1)活動指標（事

和

務事業の活動量を表す

0

指標）

埋蔵文化財の有

4

無の確認や試掘調査に

年

よって、記録保存さ 名

1

称 単位
れるべき遺跡の

2

範囲が大きくなってい

月

る。 ① 埋蔵文化財の有

0

無の確認の申請件数 件

6

変 化
②

内 容

対象(

日

この事業の対象、範囲

１

となる人、物) (2)

事

対象指標（対象の大き

務

さを表す指標）

開発等

事

により失われる可能性

業

がある埋蔵文化財 名称

の

単位
① 遺跡が有ると回

現

答した件数 件
②

目的(

状

この事業によって上記

　

対象をどのような状態

Ｐ

にしたいのか) (3)

Ｌ

成果指標（目的の達成

Ａ

度を示す指標）

試掘や

Ｎ

発掘調査を実施し、現

及

状保存または記録保存

び

する。 名称 単位
① 試掘

Ｄ

や発掘調査を実施した

Ｏ

件数 件
②

結果(上位基

事

本事業の意図) (4)

務

結果の成果指標（上位

事

基本事業の成果指標）

業

埋蔵文化財の保護と発

名

掘調査の管理を行う。

N

名称 単位
① 文化・芸術

o

の取組みに満足した人

.

の割合 ％
②

事務事業の

3

各種指標の実績と見込

7

及び目標

R2年度 R3

9

年度 R3年度 R4年度

埋

R5年度 R6年度 R7

蔵

年度
指標 ＼ 年度 単

文

位
実績値 計画値 実績値

化

計画値 目標値 目標値 目

財

標値
(1)の ① 件 37

保

2 300 408 350

存

350 350 350
活

事

動指標 ②
(2)の ① 件

業

120 80 122 10

政

0 100 100 100

策

対象指標 ②
(3)の ①

こ

件 42 40 43 40 4

の

0 40 40
成果指標 ②

事

(4)の結果の ① ％ 7

務

1 71 81 81 81 8

事

1 81
成果指標 ②

予算

業

費目 会計 01 一般会

施

計 款 10 項 05 目 06

策

コスト 年度 R2年度 R

の

3年度 R3年度 R4年

位

度 R5年度 R6年度 R

置

7年度
実績値 計画値 実

基

績値 計画値 目標値 目標

本

値 目標値
事業費(決算

事

又は予算額)Ａ 単位 6

業

,761 4,397 5

主

,795 8,337 8

管

,337 8,337 8

課

,337

財
源
内
訳

 国

名

庫支出金 千円 1,52

課

2 2,063 2,06

長

3 2,654 4,00

名

8 4,008 4,00

こ

8
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

務

の他 千円 287 264

事

197 264 264 2

業

64 264
 一般財源

の

千円 4,952 2,0

開

70 3,535 5,4

始

19 4,065 4,0

時

65 4,065
人件費

期

Ｂ 千円 18,941.

事

1 18,941.1 2

務

1,671.3 21,

区

671.3 21,67

分

1.3 21,671.

法

3 21,671.3
正

定

職員従事時間×人数 時

受

間×人 616× 4 61

託

6× 4 631× 4 63

事

1× 4 631× 4 63

務

1× 4 631× 4
正職

自

員以外の人件費 千円 9

治

,775 9,775 1

事

2,282 12,28

務

2 12,282 12,

こ

282 12,282
そ

の

の他の費用Ｃ 千円 27

事

1 271 75 75 75

務

75 75
トータルコス

事

トA+B+C 千円 25

業

,973.1 23,6

の

09.1 27,541

根

.3 30,083.3

拠

30,083.3 30

法

,083.3 30,0

令

83.3
単位あたりコ

事

スト ① 千円/件 216

業

.4 295.1 225

の

.7 300.8 300

概

.8 300.8 300

要

.8
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

現

/(2)の対象指標）

在

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

の

0

1

状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

基づく事業であり、目

業

的の見直しは必要ない

名

。
事業進展等による環

N

境変化 □ ある
に伴い、

o

目的を見直す（目
その

.

理由
的の追加・拡充又

3

は絞込）

必要はありま

7

せんか？ ■ ない

有
効
性

9

開発区域に入り、失わ

埋

れる可能性のある埋蔵

蔵

文化財については、開

文

発事業者と
今以上に事

化

業の成果を向上
協議調

財

整を行ったうえで現状

保

保存または記録保存し

存

ており、これ以上の成

事

果の
させる方法を記入

業

して下さ
向上は難しい

２

。
い。 内　容
※(3)

評

の成果指標を向上させ

価

る

　ことはできますか

　

？

開発区域に入り、失

Ｃ

われる可能性のある埋

Ｈ

蔵文化財については、

Ｅ

適正に現状保
目的達成

Ｃ

状況 内　容 存または記

Ｋ

録保存されており、お

目

おむね達成できている

的

。

■民間への一部委託

妥

□民間への全部委託
市

当

関与の必要性 □指定管

性

理 □補助金・負担金助

こ

成 □市の直営
内　容

　

の

（実施手法） 業務委託

事

した上で、指導監督を

業

市が行っている。

効
率

の

性

試掘調査や個人住宅

必

の開発、小さな事業者

要

が行う500㎡未満の

性

開発で、総額が4
事務

は

事業の統廃合により、

薄

00万円以上の事業で

れ

あれば国庫補助が受け

て

られるため、今後もで

得

きる限り補助
事業の効

ら

率化を図り、成果
内　

れ

容 をもらい対応する方

て

向である。
を向上させ

い

る方法を記入し

て下さ

る

い。

事務の効率化をこ

い

れ以上図ることは難し

ま

く、また原因者負担分

せ

についても効率
現状よ

ん

り事業費・人件費を
的

か

に運用しており、これ

。

以上の事業費等の削減

十

はできない。
削減する

分

方法を記入して下

さい

な

。（仕様の変更、外部

成

内　容
委託、従事時間

果

の削減等は

できないか

が

？)

公
平
性

大規模開発

理

等に対しては、全額原

　

因者負担
■ ある ■ 現状

由

で適正
受益者負担はあ

得

りますか？

また、受益

ら

者負担割合は適 □ ない

れ

□ 検討が必要 内　容
正

て

ですか？
□ 受益者がい

い

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

ま

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

国庫補助の

す

対象外となる規模の民

か

間 事業者に対する説明

？

と協議調整を十
事業実

得

施上の課題、住 開発事

ら

業であると、期間と費

れ

用の面 分に行う。
民・

て

議会等からの意見 意　

い

見 で事業者の負担が増

な

す。 対応策
と対応策

開

い

発事業等により発掘調

事

査を行う場 変更なし
R

業

4年度の事業計画は前

進

変　更
合は、会計年度

展

任用職員にて対応
年度

等

から変更・追加は 前年

に

度 ・
あるか 追　加

今後

よ

の事業・コスト・成果

る

の方向性 今後の事業の

環

方向性、改革・改善案

境

※今年度からの具体的

変

な事業の進め方、手段

化

の見直し等、各方向性

あ

の内容

　　　　　　　

る

　　□　拡大 国庫補助

に

を継続的に受けていく

伴

とともに、原因者負担

い

　　　　　　　　　□

、

　改善 となる開発があ

対

った場合は、速やかに

象

関係各所と協議
　　　

を

　　　　　　■　現状

見

維持 し、方向性を探っ

直

ていく。
　　　　　　

す

　　　□　縮小
　　　

（

　　　　　　□　統合

拡

　　　　　　　　　□

そ

　完了
　　　　　　　

の

　　□　廃止・休止
コ

理

ストの方向性
　　　　

由

　　　　　→　維持
成

大

果の方向性
　　　　　

・

　　　　→　維持

2

縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 379 埋蔵文化財保存事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

開発に伴い失われる可能性のある遺跡については、適正に現
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

状保存または記録保存できており、十分な成果が得られてい
いませんか。十分な成果が 理　由

る。
得られていますか？ □ 得られていない

現状保存が原則であ

様

り、対象を見直す必要

式

はない。
事業進展等に

1

よる環境変化
□ ある

に

-

伴い、対象を見直す（

2

拡
その理由

大・縮小）

事

必要はありませ
■ ない

務

んか？

文化財保護法に



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 380 文化財資料購入事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市文化財保護条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①地域の歴史と文化に関わりの深い文化財資料を購入 現在の状況
し、その散逸と消滅を防止する。 ①郷土出身の画家である伊豆原麻谷の作品を中心とし
②資料館の収蔵資料を拡充しながら、購入した文化財 て、みよし市に関わりのある文化財資料を、文化財保
資料を、展示会等を通して広く公開する。 護委員会の諮問を経て購入する。
SDGsの取組み：４,11 ②購入した文化財を展示事業の中で一般に公開する。

 
根拠または理由
市の歴史と文化に関する文化財資料の散逸を防止する
とともに、

令

市民に郷土の歴史に関

和

わる理解を深めても
ら

 

う必要があるため。
①

4

購入候補資料について

年

適否を文化財保護委員

度

会に諮問
R3年度に実

（

施した具体的な ②諮問

3

を受け、文化財保護委

年

員会において議論し、

度

適否を答申
事業の方法

実

、手順、指標に対す ③

施

答申を受け、購入手続

分

き（契約業務）を行う

）

る成果等

事務事業を取

事

り巻く状況は過去と比

務

べ変化しているか (1

事

)活動指標（事務事業

業

の活動量を表す指標）

目

質の高い麻谷作品が市

的

場に出ることが少なく

評

なり、また、 名称 単位

価

出たとしても高値とな

表

ることも多く、購入を

様

見送らざるを ① 購入の

式

諮問をした資料数 件
変

1

 化
得ないケースがあ

-

る。 ② 購入した文化財

1

資料 件
内 容

対象(こ

記

の事業の対象、範囲と

入

なる人、物) (2)対

日

象指標（対象の大きさ

令

を表す指標）

市にゆか

和

りがあるため購入した

0

文化財資料 名称 単位
①

4

購入した文化財資料の

年

累計 件
②

目的(この事

1

業によって上記対象を

2

どのような状態にした

月

いのか) (3)成果指

0

標（目的の達成度を示

6

す指標）

文化財資料と

日

して購入し、散逸と消

１

滅を防止するとともに

事

、展示 名称 単位
や研究

務

に利用する。 ① 展示等

事

に利用した購入文化財

業

資料の数 件
②

結果(上

の

位基本事業の意図) (

現

4)結果の成果指標（

状

上位基本事業の成果指

　

標）

史跡、歴史的資料

Ｐ

と伝統芸能を保存し、

Ｌ

次代に継承する。 名称

Ａ

単位
① 文化・芸術の取

Ｎ

組みに満足した人の割

及

合 ％
②

事務事業の各種

び

指標の実績と見込及び

Ｄ

目標

R2年度 R3年度

Ｏ

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

名

(1)の ① 件 0 1 4 1

N

1 1 1
活動指標 ② 件 0

o

1 4 1 1 1 1
(2)の

.

① 件 102 103 10

3

6 107 108 109

8

110
対象指標 ②
(3

0

)の ① 件 0 5 31 2 2

文

5 5
成果指標 ②

(4)

化

の結果の ① ％ 71 71

財

81 81 81 81 81

資

成果指標 ②
予算費目 会

料

計 01 一般会計 款 1

購

0 項 05 目 07

コスト

入

年度 R2年度 R3年度

事

R3年度 R4年度 R5

業

年度 R6年度 R7年度

政

実績値 計画値 実績値 計

策

画値 目標値 目標値 目標

こ

値
事業費(決算又は予

の

算額)Ａ 単位 0 317

事

294 317 1,51

務

7 17 17

財
源
内
訳

 

事

国庫支出金 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 県支出金 千

施

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

策

方債 千円 0 0 0 0 0 0

の

0
 その他 千円 0 0 0

位

0 0 0 0
 一般財源 千

置

円 0 317 294 31

基

7 1,517 17 17

本

人件費Ｂ 千円 18.6

事

18.6 186 186

業

186 186 186
正

主

職員従事時間×人数 時

管

間×人 5× 1 5× 1 5

課

0× 1 50× 1 50×

名

1 50× 1 50× 1
正

課

職員以外の人件費 千円

長

0 0 0 0 0 0 0
その他

名

の費用Ｃ 千円 0 0 0 0

こ

0 0 0
トータルコスト

の

A+B+C 千円 18.

事

6 335.6 480 5

務

03 1,703 203

事

203
単位あたりコス

業

ト ① 千円/件 0.2 3

の

.3 4.5 4.7 15

開

.8 1.9 1.8
（ﾄ

始

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

時

の対象指標）② 千円/

期

0 0 0 0 0 0 0

1

事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

財資料を市民共有の財

業

産として展示や研究等

名

で広く活用
事業進展等

N

による環境変化 □ ある

o

することは、市の責務

.

であり、目的を見直す

3

必要はない。
に伴い、

8

目的を見直す（目
その

0

理由
的の追加・拡充又

文

は絞込）

必要はありま

化

せんか？ ■ ない

有
効
性

財

市場に流通する購入対

資

象の文化財資料の情報

料

を幅広く収集する。
今

購

以上に事業の成果を向

入

上

させる方法を記入し

事

て下さ

い。 内　容
※(

業

3)の成果指標を向上

２

させる

　ことはできま

評

すか？

購入が適当とさ

価

れた文化財はすべて購

　

入できており、その大

Ｃ

半は展示等で活用
目的

Ｈ

達成状況 内　容 されて

Ｅ

いるため、おおむね達

Ｃ

成できている。

□民間

Ｋ

への一部委託 □民間へ

目

の全部委託
市関与の必

的

要性 □指定管理 □補助

妥

金・負担金助成 ■市の

当

直営
内　容

　（実施手

性

法） 収集は資料館の博

こ

物館活動の根幹であり

の

、市が直営で行う。

効

事

率
性

類似事業がないた

業

め、統廃合はできない

の

。
事務事業の統廃合に

必

より、

事業の効率化を

要

図り、成果
内　容

を向

性

上させる方法を記入し

は

て下さい。

事務の効率

薄

化をこれ以上図ること

れ

は難しく、事業費等の

て

削減はできない。
現状

得

より事業費・人件費を

ら

削減する方法を記入し

れ

て下

さい。（仕様の変

て

更、外部 内　容
委託、

い

従事時間の削減等は

で

る

きないか？)

公
平
性

直

い

接的な受益者はいない

ま

。
□ ある □ 現状で適正

せ

受益者負担はあります

ん

か？

また、受益者負担

か

割合は適 □ ない □ 検討

。

が必要 内　容
正ですか

十

？
■ 受益者がいない

３

分

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

な

Ｏ
Ｎ

伊豆原麻谷の優品

成

を収蔵すべきと指 優品

果

は高額であり、出たと

が

きに購入
事業実施上の

理

課題、住 摘されている

　

。 できるように予算措

由

置をしておく。
民・議

得

会等からの意見 意　見

ら

対応策
と対応策

伊豆原

れ

麻谷作品４点を購入し

て

た。 いつ出るかわから

い

ないため、例年通
R4

ま

年度の事業計画は前 変

す

　更
りである

年度から

か

変更・追加は 前年度 ・

？

あるか 追　加

今後の事

得

業・コスト・成果の方

ら

向性 今後の事業の方向

れ

性、改革・改善案
※今

て

年度からの具体的な事

い

業の進め方、手段の見

な

直し等、各方向性の内

い

容

　　　　　　　　　

事

□　拡大 ①市にゆかり

業

のある文化財の散逸を

進

防止し、資料館が
　　

展

　　　　　　　□　改

等

善 収蔵する文化財資料

に

を拡充するため、継続

よ

的な購入が
　　　　　

る

　　　　■　現状維持

環

必要である。
　　　　

境

　　　　　□　縮小 ②

変

高額な文化財資料を購

化

入する手法として、基

あ

金など
　　　　　　　

る

　　□　統合 の方法を

に

検討する必要がある。

伴

　　　　　　　　　□

い

　完了
　　　　　　　

、

　　□　廃止・休止
コ

対

ストの方向性
　　　　

象

　　　　　↑　増加
成

を

果の方向性
　　　　　

見

　　　　→　維持

2

直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 380 文化財資料購入事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市にゆかりのある文化財資料の散逸を防いでおり、十分な成
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

果が得られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市にゆかりのある文化財資料を収集していくことは、市の責務で

様

あり
事業進展等による

式

環境変化
□ ある 、対象

1

を見直す必要はない。

-

に伴い、対象を見直す

2

（拡
その理由

大・縮小

事

）必要はありませ
■ な

務

い
んか？

収集した文化



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 381 資料館施設管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市立歴史民俗資料館設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①市の歴史と文化に関する資料を収集・保存し、それ 現在の状況
らを広く公開する施設として昭和57(1982)年11月に資 ①資料館本館及び木造棟は建築後40年が経過し、施設
料館が開館した。 の設備機器の老朽化が進行している。
②増加する収蔵資料を保管するため、平成16(2004)年 ②収蔵庫は建築後49年が経過しており、雨漏り等の老
に旧給食センター（昭和48(1973)年建築）を収蔵庫と 朽化が顕著である。
して改修し、出土遺物と民具を収蔵している。

令

 
③来館者の利便向上

和

と館蔵資料の保護保全

 

、適正な施 根拠または

4

理由
設管理を図るため

年

、老朽化した施設・機

度

器を整備充実 博物館法

（

に基づく公立博物館の

3

類似施設として、その

年

する。 維持管理は設置

度

者である市の負担で行

実

う必要があるた
SDG

施

sの取組み：４,６,

分

11 め。
①施設管理に

）

関する業務（委託業務

事

、修繕工事など）
R3

務

年度に実施した具体的

事

な ②施設設備保守点検

業

（設備機器保守委託な

目

ど）
事業の方法、手順

的

、指標に対す
る成果等

評

事務事業を取り巻く状

価

況は過去と比べ変化し

表

ているか (1)活動指

様

標（事務事業の活動量

式

を表す指標）

開館から

1

年数がたち、施設の老

-

朽化が進んでいる。特

1

に収 名称 単位
蔵庫につ

記

いては、雨漏りに加え

入

、内部のコンクリート

日

壁の ① 管理及び設備機

令

器保守の業務件数 件
変

和

 化
剥落など、著しく

0

老朽化が進行しており

4

、耐久性の低下が ② 開

年

館日数 日
内 容

強く懸

1

念される。

対象(この

2

事業の対象、範囲とな

月

る人、物) (2)対象

0

指標（対象の大きさを

6

表す指標）

①資料館及

日

び収蔵庫 名称 単位
②市

１

民 ① 資料館及び収蔵庫

事

の面積 ㎡
② 人口 人

目的

務

(この事業によって上

事

記対象をどのような状

業

態にしたいのか) (3

の

)成果指標（目的の達

現

成度を示す指標）

修繕

状

等の整備を行い、資料

　

館及び収蔵庫を適正に

Ｐ

管理し、多くの 名称 単

Ｌ

位
住民に安全に来館し

Ａ

てもらう。 ① 修繕・改

Ｎ

修工事等の実施件数 件

及

② 入館者数 人

結果(上

び

位基本事業の意図) (

Ｄ

4)結果の成果指標（

Ｏ

上位基本事業の成果指

事

標）

史跡、歴史的資料

務

と伝統芸能を保存し、

事

次代に継承する。 名称

業

単位
① 文化・芸術の取

名

組みに満足した人の割

N

合 ％
②

事務事業の各種

o

指標の実績と見込及び

.

目標

R2年度 R3年度

3

R3年度 R4年度 R5

8

年度 R6年度 R7年度

1

指標 ＼ 年度 単位
実

資

績値 計画値 実績値 計画

料

値 目標値 目標値 目標値

館

(1)の ① 件 8 9 9 9

施

9 9 9
活動指標 ② 日 2

設

70 300 306 30

管

0 300 300 300

理

(2)の ① ㎡ 3,41

事

4 3,414 3,41

業

4 3,414 3,41

政

4 3,414 3,41

策

4
対象指標 ② 人 61,

こ

040 61,236 6

の

1,236 61,21

事

8 62,360 62,

務

620 62,880
(

事

3)の ① 件 6 2 3 2 2

業

2 2
成果指標 ② 人 1,

施

972 3,300 3,

策

643 3,900 4,

の

200 4,500 4,

位

800
(4)の結果の

置

① ％ 71 71 81 81

基

81 81 81
成果指標

本

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 10 項 05

業

目 07

コスト 年度 R2

主

年度 R3年度 R3年度

管

R4年度 R5年度 R6

課

年度 R7年度
実績値 計

名

画値 実績値 計画値 目標

課

値 目標値 目標値
事業費

長

(決算又は予算額)Ａ

名

単位 9,558 7,2

こ

63 6,267 7,1

の

95 36,678 82

事

,770 8,020

財

務

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

業

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 地方債 千円 0 0

開

0 0 0 0 0
 その他 千

始

円 6 3 6 3 3 3 3
 一

時

般財源 千円 9,552

期

7,260 6,261

事

7,192 36,67

務

5 82,767 8,0

区

17
人件費Ｂ 千円 7,

分

030.8 7,030

法

.8 7,942.2 7

定

,942.2 7,94

受

2.2 7,942.2

託

7,942.2
正職員

事

従事時間×人数 時間×

務

人 315× 6 315×

自

6 305× 7 305×

治

7 305× 7 305×

事

7 305× 7
正職員以

務

外の人件費 千円 0 0 0

こ

0 0 0 0
その他の費用

の

Ｃ 千円 178 178 9

事

6 96 96 96 96
ト

務

ータルコストA+B+

事

C 千円 16,766.

業

8 14,471.8 1

の

4,305.2 15,

根

233.2 44,71

拠

6.2 90,808.

法

2 16,058.2
単

令

位あたりコスト ① 千円

事

/㎡ 4.9 4.2 4.

業

2 4.5 13.1 26

の

.6 4.7
（ﾄｰﾀﾙ

概

ｺｽﾄ/(2)の対象

要

指標）② 千円/人 0.

現

3 0.2 0.2 0.2

在

0.7 1.5 0.3

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

収蔵庫を適正に管理す

業

るのは、市の
に伴い、

名

対象を見直す（拡
その

N

理由 責務であり、対象

o

を見直す必要はない。

.

大・縮小）必要はあり

3

ませ
■ ない

んか？

市民

8

共有の財産であり、市

1

の歴史と文化を後世に

資

伝える資料を収集、
事

料

業進展等による環境変

館

化 □ ある
保存、展示す

施

るための資料館及び収

設

蔵庫を適正に管理する

管

のは、市の
に伴い、目

理

的を見直す（目
その理

事

由 責務であり、目的を

業

見直す必要はない。
的

２

の追加・拡充又は絞込

評

）

必要はありませんか

価

？ ■ ない

有
効
性

敷地や

　

立地等の条件により、

Ｃ

大規模改修等を行った

Ｈ

としても、既存施設の

Ｅ

まま
今以上に事業の成

Ｃ

果を向上
では、成果を

Ｋ

向上させることは難し

目

い。
させる方法を記入

的

して下さ

い。 内　容
※

妥

(3)の成果指標を向

当

上させる

　ことはでき

性

ますか？

現状において

こ

は、致命的な建物劣化

の

等は確認されておらず

事

、おおむね達成でき
目

業

的達成状況 内　容 てい

の

る。

□民間への一部委

必

託 □民間への全部委託

要

市関与の必要性 □指定

性

管理 □補助金・負担金

は

助成 ■市の直営
内　容

薄

　（実施手法） 収蔵資

れ

料を後世に伝えていく

て

のは市の責務であり、

得

直営で行う。

効
率
性

施

ら

設管理については、施

れ

設の新規建設や施設同

て

士の統廃合によって成

い

果が向上
事務事業の統

る

廃合により、
しうる。

い

事業の効率化を図り、

ま

成果
内　容

を向上させ

せ

る方法を記入し

て下さ

ん

い。

事務の効率化をこ

か

れ以上図ることは難し

。

い。
現状より事業費・

十

人件費を
劣化の進行に

分

より、今後事業費は増

な

加する可能性が高い。

成

削減する方法を記入し

果

て下

さい。（仕様の変

が

更、外部 内　容
委託、

理

従事時間の削減等は

で

　

きないか？)

公
平
性

市

由

の歴史と文化を伝える

得

施設であり、現状で適

ら

正
■ ある ■ 現状で適正

れ

受益者負担はあります

て

か？ である。
また、受

い

益者負担割合は適 □ な

ま

い □ 検討が必要 内　容

す

正ですか？
□ 受益者が

か

いない

３
改
革
改
善
案
　

？

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

資料館の

得

位置が分かりにくいと

ら

の声 看板や必要な設備

れ

を順次整える。
事業実

て

施上の課題、住 が多い

い

。 収蔵庫に見学者を入

な

れることは、耐
民・議

い

会等からの意見 意　見

事

収蔵庫の公開を望む声

業

がある。 対応策 震等の

進

面も含め不可能である

展

。
と対応策 福谷城や猿

等

投古窯について紹介す

に

る 資料館の在り方につ

よ

いて検討する。
施設等

る

の要望がある。
おむつ

環

交換台設置工事 収蔵庫

境

トイレ改修工事
R4年

変

度の事業計画は前 変　

化

更
年度から変更・追加

あ

は 前年度 ・
あるか 追　

る

加

今後の事業・コスト

に

・成果の方向性 今後の

伴

事業の方向性、改革・

い

改善案
※今年度からの

、

具体的な事業の進め方

対

、手段の見直し等、各

象

方向性の内容

　　　　

を

　　　　　□　拡大 ①

見

利用者の利便向上を図

直

るため、順次、設備や

す

機器を
　　　　　　　

（

　　□　改善 整備し、

拡

資料館の適正な維持管

そ

理を図る必要がある。

の

　　　　　　　　　■

理

　現状維持 ②資料館在

由

り方検討会において出

大

された様々な意見は
　

・

　　　　　　　　□　

縮

縮小 、今後提言として

小

まとめられる予定であ

）

り、それを受
　　　　

必

　　　　　□　統合 け

要

て資料館の在り方につ

は

いて方向性等を検討し

あ

、計画
　　　　　　　

り

　　□　完了 等を策定

ま

していく。
　　　　　

せ

　　　　□　廃止・休

な

止 ③個別施設計画に沿

い

って、改修等を実施し

ん

ていく。
コストの方向

か

性
　　　　　　　　　

？

↑　増加
成果の方向性

事

　　　　　　　　　→

業

　維持

2

進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 381 資料館施設管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

現時点において、ほぼ適正に管理されており成果は得られて
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いるが、このまま老朽化が進めば、今後修繕箇所が増大し、
いませんか。十分な成果が 理　由

十分な成果が得られなくなる可能性がある。
得られていますか

様

？ □ 得られていない

市

式

民共有の財産であり、

1

市の歴史と文化を後世

-

に伝える資料を収集、

2

事業進展等による環境

事

変化
□ ある 保存、展示

務

するための資料館及び



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 382 資料館展示事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 昭和57(1982)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市立歴史民俗資料館設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①広く市民に市の歴史や文化に対する理解を深めても 現在の状況
らうため、昭和57(1982)年に開館した。 ①市の歴史や文化に関する資料を常時展示している。
②寄贈、寄託及び購入により収集した資料館の収蔵資 ②資料館収蔵資料に加え、他の博物館等から資料を借
料及び他機関の所蔵資料等を展示紹介している。 用し、企画展や特別展を年４回開催している。
③平成29(2017)年度に常設展示をリニューアルした。  
SDGsの取組み：４,10,11 根拠または理由

市民をはじ

令

めとする来館者に、市

和

の歴史や文化に対し
て

 

興味関心を抱いてもら

4

い、理解を深めてもら

年

うこと
は、資料館の重

度

要な機能であるため。

（

①常設展示（4/1～

3

3/31）
R3年度に

年

実施した具体的な ②展

度

示会（企画展・特別展

実

）　春季企画展「資料

施

館のモノたち」（5/

分

1～6/27）、
事業

）

の方法、手順、指標に

事

対す 夏季企画展「猿投

務

開窯」（7/22～9

事

/12）、秋季特別展

業

「伊豆原麻谷と小島老

目

鉄」（
る成果等 10/

的

9～12/5）、冬季

評

企画展「第40回ひな

価

人形展」（1/22～

表

3/21）

事務事業を

様

取り巻く状況は過去と

式

比べ変化しているか (

1

1)活動指標（事務事

-

業の活動量を表す指標

1

）

①資料保護に対する

記

意識が高まり、昭和5

入

7年当時の収蔵及 名称

日

単位
び展示設備しか持

令

たない当館での展示を

和

断られるケースが ① 展

0

示会の開催回数 回
変 

4

化
ある。 ② 展示会の開

年

催日数 日
内 容

②多様

1

な資料の展示が求めら

2

れている。

対象(この

月

事業の対象、範囲とな

0

る人、物) (2)対象

6

指標（対象の大きさを

日

表す指標）

市民 名称 単

１

位
① 人口 人
②

目的(こ

事

の事業によって上記対

務

象をどのような状態に

事

したいのか) (3)成

業

果指標（目的の達成度

の

を示す指標）

展示会を

現

通じて、地域の歴史や

状

文化に対して関心を持

　

ってもらい 名称 単位
、

Ｐ

理解を深めてもらう。

Ｌ

① 展示会の開催期間中

Ａ

の入館者数 人
②

結果(

Ｎ

上位基本事業の意図)

及

(4)結果の成果指標

び

（上位基本事業の成果

Ｄ

指標）

企画展・体験講

Ｏ

座の実施を通じて、歴

事

史や伝統文化への理解

務

を深 名称 単位
める。 ①

事

文化・芸術の取組みに

業

満足した人の割合 ％
②

名

事務事業の各種指標の

N

実績と見込及び目標

R

o

2年度 R3年度 R3年

.

度 R4年度 R5年度 R

3

6年度 R7年度
指標 

8

＼ 年度 単位
実績値 計

2

画値 実績値 計画値 目標

資

値 目標値 目標値
(1)

料

の ① 回 3 4 4 4 4 4 4

館

活動指標 ② 日 117 2

展

00 197 200 20

示

0 200 200
(2)

事

の ① 人 61,040 6

業

1,236 61,23

政

6 61,218 62,

策

360 62,620 6

こ

2,880
対象指標 ②

の

(3)の ① 人 1,52

事

9 2,300 3,04

務

9 3,000 3,00

事

0 3,000 3,00

業

0
成果指標 ②

(4)の

施

結果の ① ％ 71 71 8

策

1 81 81 81 81
成

の

果指標 ②
予算費目 会計

位

01 一般会計 款 10

置

項 05 目 07

コスト 年

基

度 R2年度 R3年度 R

本

3年度 R4年度 R5年

事

度 R6年度 R7年度
実

業

績値 計画値 実績値 計画

主

値 目標値 目標値 目標値

管

事業費(決算又は予算

課

額)Ａ 単位 4,226

名

5,499 3,554

課

6,076 6,376

長

6,375 6,410

名

財
源
内
訳

 国庫支出金

こ

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

県支出金 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
 地方債 千円 0

務

0 0 0 0 0 0
 その他

事

千円 70 165 124

業

115 115 115 1

の

15
 一般財源 千円 4

開

,156 5,334 3

始

,430 5,961 6

時

,261 6,260 6

期

,295
人件費Ｂ 千円

事

4,315.2 4,3

務

15.2 5,803.

区

2 5,803.2 5,

分

803.2 5,803

法

.2 5,803.2
正

定

職員従事時間×人数 時

受

間×人 290× 4 29

託

0× 4 390× 4 39

事

0× 4 390× 4 39

務

0× 4 390× 4
正職

自

員以外の人件費 千円 0

治

0 0 0 0 0 0
その他の

事

費用Ｃ 千円 141 14

務

1 403 403 403

こ

403 403
トータル

の

コストA+B+C 千円

事

8,682.2 9,9

務

55.2 9,760.

事

2 12,282.2 1

業

2,582.2 12,

の

581.2 12,61

根

6.2
単位あたりコス

拠

ト ① 千円/人 0.1 0

法

.2 0.2 0.2 0.

令

2 0.2 0.2
（ﾄｰ

事

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

業

対象指標）② 千円/ 0

の

0 0 0 0 0 0

1

概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

質の高い、数多くの資

業

料を展示
事業進展等に

名

よる環境変化 ■ ある
す

N

ることが求められる。

o

に伴い、目的を見直す

.

（目
その理由

的の追加

3

・拡充又は絞込）

必要

8

はありませんか？ □ な

2

い

有
効
性

設備等の更新

資

がされ、より質の高い

料

資料の展示ができれば

館

成果は向上する。
今以

展

上に事業の成果を向上

示

させる方法を記入して

事

下さ

い。 内　容
※(3

業

)の成果指標を向上さ

２

せる

　ことはできます

評

か？

展示会の観覧者数

価

が人口比4.9%であ

　

り、近隣と比較しても

Ｃ

おおむね達成できて
目

Ｈ

的達成状況 内　容 いる

Ｅ

。

■民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｋ

関与の必要性 □指定管

目

理 □補助金・負担金助

的

成 □市の直営
内　容

　

妥

（実施手法） 看板等に

当

ついては委託にて実施

性

効
率
性

類似事業がない

こ

ため、統廃合はできな

の

い。
事務事業の統廃合

事

により、

事業の効率化

業

を図り、成果
内　容

を

の

向上させる方法を記入

必

し

て下さい。

事務の効

要

率化をこれ以上図るこ

性

とは難しく、事業費等

は

の削減はできない。
現

薄

状より事業費・人件費

れ

を

削減する方法を記入

て

して下

さい。（仕様の

得

変更、外部 内　容
委託

ら

、従事時間の削減等は

れ

できないか？)

公
平
性

て

市の歴史や文化を広く

い

発信していくことは、

る

市の
□ ある ■ 現状で適

い

正
受益者負担はありま

ま

すか？ 責務である。
ま

せ

た、受益者負担割合は

ん

適 ■ ない □ 検討が必要

か

内　容
正ですか？

□ 受

。

益者がいない

３
改
革
改

十

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

福

分

谷城や猿投古窯に関す

な

る要望が高 より多くの

成

手段でPRする。
事業

果

実施上の課題、住 まっ

が

ている。入館者数が大

理

きく増え
民・議会等か

　

らの意見 意　見 ないこ

由

とを指摘されている。

得

対応策
と対応策

企画展

ら

等を年４回開催 季節ご

れ

との企画展示であり、

て

今年度
R4年度の事業

い

計画は前 変　更
も同様

ま

に開催する。
年度から

す

変更・追加は 前年度 ・

か

あるか 追　加

今後の事

？

業・コスト・成果の方

得

向性 今後の事業の方向

ら

性、改革・改善案
※今

れ

年度からの具体的な事

て

業の進め方、手段の見

い

直し等、各方向性の内

な

容

　　　　　　　　　

い

□　拡大 ①地域の歴史

事

と文化を知り、郷土を

業

愛する心を培う機
　　

進

　　　　　　　□　改

展

善 会を提供するため、

等

展示事業を継続して実

に

施する必要
　　　　　

よ

　　　　■　現状維持

る

がある。
　　　　　　

環

　　　□　縮小 ②施設

境

の更新を検討する必要

変

がある。
　　　　　　

化

　　　□　統合 ③今後

あ

の資料館の在り方につ

る

いて検討していくのに

に

あ
　　　　　　　　　

伴

□　完了 わせて、展示

い

に関しても長期計画の

、

策定を検討する必
　　

対

　　　　　　　□　廃

象

止・休止 要がある。
コ

を

ストの方向性
　　　　

見

　　　　　→　維持
成

直

果の方向性
　　　　　

す

　　　　→　維持

2

（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 382 資料館展示事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市内をはじめ市外からも観覧者が来ており、十分な成果が得
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

られている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市の歴史や文化を広く発信していくことは、市の責務であり、対象を
事業進展等

様

による環境変化
□ ある

式

見直す必要はない。
に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

施設設備につい

務

て見直しを行い、より



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 383 資料館資料整理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 平成14(2002)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市立歴史民俗資料館設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①収蔵資料は市民共有の財産であり、市の歴史と文化 現在の状況
を後世に伝えるため、適正に保存し、継承していく。 古文書は１点ずつ表題などを記入した封筒に入れる。
②資料は寄贈、寄託、購入、採集、発掘などにより収 出土遺物は１点ずつ水洗、注記、分類をしてコンテナ
集され、古文書、出土遺物、民具、美術工芸品、歴史 に入れる。民具や美術工芸品などは記録、分類して収
資料などに分類される。 蔵場所に収める。
③収集した資料は整理されなければ活用できず、適正  
な保

令

管もできない。 根拠ま

和

たは理由
SDGsの取

 

組み：４,８,11 収

4

蔵資料は市民共有の財

年

産であり、これらの整

度

理と活
用は、資料館の

（

活動の根幹であり、責

3

務であるため。

①会計

年

年度任用職員による埋

度

蔵文化財や寄贈資料の

実

整理作業
R3年度に実

施

施した具体的な ②古文

分

書保存マイクロフィル

）

ム撮影業務委託
事業の

事

方法、手順、指標に対

務

す
る成果等

事務事業を

事

取り巻く状況は過去と

業

比べ変化しているか (

目

1)活動指標（事務事

的

業の活動量を表す指標

評

）

①開館以来収集を行

価

っており、収蔵庫の容

表

量に余裕がなく 名称 単

様

位
なってきている。 ①

式

整理した出土遺物のコ

1

ンテナ数 箱
変 化

②整

-

理作業を実施するにあ

1

たり、熟達した作業員

記

の確保が ② マイクロフ

入

ィルムの撮影本数 本
内

日

 容
難しい。

対象(こ

令

の事業の対象、範囲と

和

なる人、物) (2)対

0

象指標（対象の大きさ

4

を表す指標）

新たに寄

年

贈などによって収集さ

1

れた資料 名称 単位
① 新

2

規収蔵資料の数 件
②

目

月

的(この事業によって

0

上記対象をどのような

6

状態にしたいのか) (

日

3)成果指標（目的の

１

達成度を示す指標）

適

事

切に整理し、展示等で

務

活用できるようにする

事

。 名称 単位
① 整理した

業

資料の数 件
②

結果(上

の

位基本事業の意図) (

現

4)結果の成果指標（

状

上位基本事業の成果指

　

標）

歴史民俗資料館収

Ｐ

蔵資料の整理、調査・

Ｌ

研究などへの活用 名称

Ａ

単位
① 文化・芸術の取

Ｎ

組みに満足した人の割

及

合 ％
②

事務事業の各種

び

指標の実績と見込及び

Ｄ

目標

R2年度 R3年度

Ｏ

R3年度 R4年度 R5

事

年度 R6年度 R7年度

務

指標 ＼ 年度 単位
実

事

績値 計画値 実績値 計画

業

値 目標値 目標値 目標値

名

(1)の ① 箱 5 5 5 5

N

5 5 5
活動指標 ② 本 1

o

0 5 5 5 5 10 10
(

.

2)の ① 件 92 100

3

86 100 100 10

8

0 100
対象指標 ②
(

3

3)の ① 件 92 100

資

86 100 100 10

料

0 100
成果指標 ②

(

館

4)の結果の ① ％ 71

資

71 81 81 81 81

料

81
成果指標 ②

予算費

整

目 会計 01 一般会計

理

款 10 項 05 目 07

コ

事

スト 年度 R2年度 R3

業

年度 R3年度 R4年度

政

R5年度 R6年度 R7

策

年度
実績値 計画値 実績

こ

値 計画値 目標値 目標値

の

目標値
事業費(決算又

事

は予算額)Ａ 単位 4,

務

973 4,129 3,

事

487 3,447 2,

業

920 4,139 3,

施

287

財
源
内
訳

 国庫

策

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 0

位

0 0 0 0 0 0
 地方債

置

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

基

その他 千円 0 54 40

本

12 12 12 12
 一

事

般財源 千円 4,973

業

4,075 3,447

主

3,435 2,908

管

4,127 3,275

課

人件費Ｂ 千円 5,35

名

9.6 5,359.6

課

7,641.6 7,6

長

41.6 7,641.

名

6 7,641.6 7,

こ

641.6
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 3

事

16× 3 316× 3 3

務

41× 3 341× 3 3

事

41× 3 341× 3 3

業

41× 3
正職員以外の

の

人件費 千円 1,833

開

1,833 3,836

始

3,836 3,836

時

3,836 3,836

期

その他の費用Ｃ 千円 1

事

0 10 114 114 1

務

14 114 114
トー

区

タルコストA+B+C

分

千円 10,342.6

法

9,498.6 11,

定

242.6 11,20

受

2.6 10,675.

託

6 11,894.6 1

事

1,042.6
単位あ

務

たりコスト ① 千円/件

自

112.4 95 130

治

.7 112 106.8

事

118.9 110.4

務

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

こ

2)の対象指標）② 千

の

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

理由
大・縮小）必要は

業

ありませ
■ ない

んか？

名

市民共有の財産である

N

収蔵資料を適正に保存

o

し、活用していくこと

.

は
事業進展等による環

3

境変化 □ ある
市の責務

8

であり、目的を見直す

3

必要はない。
に伴い、

資

目的を見直す（目
その

料

理由
的の追加・拡充又

館

は絞込）

必要はありま

資

せんか？ ■ ない

有
効
性

料

作業者の増員や一部委

整

託を進めることにより

理

、未整理資料が減少す

事

る。
今以上に事業の成

業

果を向上

させる方法を

２

記入して下さ

い。 内　

評

容
※(3)の成果指標

価

を向上させる

　ことは

　

できますか？

収集した

Ｃ

資料は、同年度中にほ

Ｈ

ぼ整理されており、お

Ｅ

おむね達成できている

Ｃ

。
目的達成状況 内　容

Ｋ

■民間への一部委託 □

目

民間への全部委託
市関

的

与の必要性 □指定管理

妥

□補助金・負担金助成

当

□市の直営
内　容

　（

性

実施手法） 市民の共有

こ

財産であり、一部委託

の

しながら事業を進める

事

。

効
率
性

類似事業がな

業

いため、統廃合はでき

の

ない。
事務事業の統廃

必

合により、

事業の効率

要

化を図り、成果
内　容

性

を向上させる方法を記

は

入し

て下さい。

一部委

薄

託を進めることは可能

れ

であるが、事業費、人

て

件費ともすでに効率化

得

を図
現状より事業費・

ら

人件費を
っており、こ

れ

れ以上事業費等が削減

て

できるかは不明である

い

。
削減する方法を記入

る

して下

さい。（仕様の

い

変更、外部 内　容
委託

ま

、従事時間の削減等は

せ

できないか？)

公
平
性

ん

直接的な受益者はいな

か

い。
□ ある □ 現状で適

。

正
受益者負担はありま

十

すか？

また、受益者負

分

担割合は適 □ ない □ 検

な

討が必要 内　容
正です

成

か？
■ 受益者がいない

果

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

が

Ｉ
Ｏ
Ｎ

学校等から出張

理

授業や資料貸出の要 貸

　

出等を視野に入れて資

由

料を収集、
事業実施上

得

の課題、住 望がある。

ら

整理する。
民・議会等

れ

からの意見 意　見 対応

て

策
と対応策

会計年度任

い

用職員による整理の実

ま

施 変更なし
R4年度の

す

事業計画は前 変　更
年

か

度から変更・追加は 前

？

年度 ・
あるか 追　加

今

得

後の事業・コスト・成

ら

果の方向性 今後の事業

れ

の方向性、改革・改善

て

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

な

段の見直し等、各方向

い

性の内容

　　　　　　

事

　　　□　拡大 ①未整

業

理状態にある古文書や

進

出土遺物等は、小中学

展

校
　　　　　　　　　

等

□　改善 の教材や地域

に

の歴史に関わる調査、

よ

研究、展示事業に
　　

る

　　　　　　　■　現

環

状維持 活用することが

境

できず、また他の博物

変

館からの借用依
　　　

化

　　　　　　□　縮小

あ

頼や資料調査にも対応

る

できないため、事業の

に

継続が必
　　　　　　

伴

　　　□　統合 要であ

い

る。
　　　　　　　　

、

　□　完了 ②一部に破

対

損が激しく、展示はも

象

ちろん適正な保存も
　

を

　　　　　　　　□　

見

廃止・休止 難しい資料

直

があり、計画的な資料

す

修復を行なっていく
コ

（

ストの方向性 必要があ

拡

る。
　　　　　　　　

そ

　↓　減少 ③収蔵施設

の

については、早急な対

理

策立案が必要である
成

由

果の方向性 。
　　　　

大

　　　　　→　維持

2

・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 383 資料館資料整理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

収集した資料は、そのままでは展示や研究等には活用できな
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

いため、順次整理を行っており、十分な成果が得られている
いませんか。十分な成果が 理　由

。
得られていますか？ □ 得られていない

市民共有の財産である

様

収蔵資料を適正に保存

式

し、活用していくこと

1

は
事業進展等による環

-

境変化
□ ある 市の責務

2

であり、対象を見直す

事

必要はない。
に伴い、

務

対象を見直す（拡
その



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 384 石川家住宅管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 村山　孝文
この事務事業の開始時期 平成23(2011)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 文化財保護法、みよし市指定文化財石川家住宅設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

①石川家住宅は、座敷、長屋門、蔵など懐かしさを感 現在の状況
じられる明治末期の住宅である。 ①築100年以上経った古民家であり、適宜修繕等を実
②M43(1910)年に初代村長の石川愛治郎氏の新家兼隠 施しながら施設の管理をしている。
宅として建設され、H22(2010)年2月まで住居として使 ②寄贈を受けた調度品の整理を実施している。
用されていた。 ③季節ごとのイベントや講座を実施している。
③H23(2011)年8月にみよし市有形文化財に指定

令

、同年  
11月に土地

和

、建物、調度品が一括

 

で市へ寄贈された。 根

4

拠または理由
④耐震補

年

強等の整備を経て、H

度

26(2014)年度

（

より一般 指定文化財で

3

ある建物に加え、庭や

年

調度品も市民共有
公開

度

して管理を行う。 の財

実

産であり、これらの整

施

理と活用は、市の責務

分

であ
SDGsの取組み

）

：３,４,６，８，1

事

0,11 るため。
①施

務

設の日常管理
R3年度

事

に実施した具体的な ②

業

設備機器保守委託業務

目

事業の方法、手順、指

的

標に対す ③樹木等の剪

評

定業務委託
る成果等 ④

価

講座等の実施
⑤調度品

表

の整理

事務事業を取り

様

巻く状況は過去と比べ

式

変化しているか (1)

1

活動指標（事務事業の

-

活動量を表す指標）

経

1

年劣化により定期的な

記

修繕の必要な箇所があ

入

る。 名称 単位
① 開館日

日

数 日
変 化

②
内 容

対

令

象(この事業の対象、

和

範囲となる人、物) (

0

2)対象指標（対象の

4

大きさを表す指標）

①

年

市民 名称 単位
②石川家

1

住宅 ① 人口 人
② 石川家

2

住宅の面積 ㎡

目的(こ

月

の事業によって上記対

0

象をどのような状態に

6

したいのか) (3)成

日

果指標（目的の達成度

１

を示す指標）

適正に管

事

理された石川家住宅に

務

来てもらう。 名称 単位

事

① 入館者数 人
② 調度品

業

整理の完了率 ％

結果(

の

上位基本事業の意図)

現

(4)結果の成果指標

状

（上位基本事業の成果

　

指標）

史跡、歴史的資

Ｐ

料と伝統芸能を保存し

Ｌ

、次代に継承する。 名

Ａ

称 単位
① 文化・芸術の

Ｎ

取組みに満足した人の

及

割合 ％
②

事務事業の各

び

種指標の実績と見込及

Ｄ

び目標

R2年度 R3年

Ｏ

度 R3年度 R4年度 R

事

5年度 R6年度 R7年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
(1)の ① 日 185

N

200 205 200 2

o

00 200 200
活動

.

指標 ②
(2)の ① 人 6

3

1,040 61,23

8

6 61,236 61,

4

218 62,360 6

石

2,620 62,88

川

0
対象指標 ② ㎡ 1,2

家

82 1,282 1,2

住

82 1,282 1,2

宅

82 1,282 1,2

管

82
(3)の ① 人 2,

理

351 4,700 2,

事

946 3,000 3,

業

100 3,200 3,

政

300
成果指標 ② ％ 7

策

0 76 73 78 83 8

こ

8 93
(4)の結果の

の

① ％ 71 71 81 81

事

81 81 81
成果指標

務

②
予算費目 会計 01 

事

一般会計 款 10 項 05

業

目 07

コスト 年度 R2

施

年度 R3年度 R3年度

策

R4年度 R5年度 R6

の

年度 R7年度
実績値 計

位

画値 実績値 計画値 目標

置

値 目標値 目標値
事業費

基

(決算又は予算額)Ａ

本

単位 4,082 3,8

事

23 3,027 5,1

業

48 4,378 6,2

主

51 4,378

財
源
内

管

訳

 国庫支出金 千円 0

課

0 0 0 0 0 0
 県支出

名

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

課

 地方債 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
 その他 千円 0

名

0 0 0 0 0 0
 一般財

こ

源 千円 4,082 3,

の

823 3,027 5,

事

148 4,378 6,

務

251 4,378
人件

事

費Ｂ 千円 11,693

業

.8 11,693.8

の

11,177.2 11

開

,177.2 11,1

始

77.2 11,177

時

.2 11,177.2

期

正職員従事時間×人数

事

時間×人 543× 4 5

務

43× 4 540× 4 5

区

40× 4 540× 4 5

分

40× 4 540× 4
正

法

職員以外の人件費 千円

定

3,614 3,614

受

3,142 3,142

託

3,142 3,142

事

3,142
その他の費

務

用Ｃ 千円 8 8 6 6 6 6

自

6
トータルコストA+

治

B+C 千円 15,78

事

3.8 15,524.

務

8 14,210.2 1

こ

6,331.2 15,

の

561.2 17,43

事

4.2 15,561.

務

2
単位あたりコスト ①

事

千円/人 0.3 0.3

業

0.2 0.3 0.2 0

の

.3 0.2
（ﾄｰﾀﾙ

根

ｺｽﾄ/(2)の対象

拠

指標）② 千円/㎡ 12

法

.3 12.1 11.1

令

12.7 12.1 13

事

.6 12.1

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

石川家住宅を保存して

業

継承していくことは、

名

事業進展等による環境

N

変化 □ ある
市の責務で

o

あり、目的を見直す必

.

要はない。
に伴い、目

3

的を見直す（目
その理

8

由
的の追加・拡充又は

4

絞込）

必要はありませ

石

んか？ ■ ない

有
効
性

修

川

繕や活用に関する計画

家

を策定し、効率的に事

住

業を実施する。
今以上

宅

に事業の成果を向上

さ

管

せる方法を記入して下

理

さ

い。 内　容
※(3)

事

の成果指標を向上させ

業

る

　ことはできますか

２

？

管理についてはおお

評

むね達成できているが

価

、調度品の整理につい

　

ては73%の達
目的達

Ｃ

成状況 内　容 成率であ

Ｈ

る。

□民間への一部委

Ｅ

託 □民間への全部委託

Ｃ

市関与の必要性 □指定

Ｋ

管理 □補助金・負担金

目

助成 ■市の直営
内　容

的

　（実施手法） 市の歴

妥

史と文化を伝える文化

当

財であり、市で管理す

性

る。

効
率
性

類似事業が

こ

ないため、統廃合はで

の

きない。
事務事業の統

事

廃合により、

事業の効

業

率化を図り、成果
内　

の

容
を向上させる方法を

必

記入し

て下さい。

事務

要

の効率化をこれ以上図

性

ることは難しく、人件

は

費の削減はできない。

薄

現状より事業費・人件

れ

費を

削減する方法を記

て

入して下

さい。（仕様

得

の変更、外部 内　容
委

ら

託、従事時間の削減等

れ

は

できないか？)

公
平

て

性

市の歴史と文化を次

い

代に継承していくこと

る

が目的
□ ある ■ 現状で

い

適正
受益者負担はあり

ま

ますか？ であり、現状

せ

で適正である。
また、

ん

受益者負担割合は適 ■

か

ない □ 検討が必要 内　

。

容
正ですか？

□ 受益者

十

がいない

３
改
革
改
善
案

分

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

①経年

な

劣化により修繕が必要

成

な箇所 ①景観を損ねな

果

いように配慮しなが
事

が

業実施上の課題、住 が

理

ある。 ら計画的に修繕

　

を行う。
民・議会等か

由

らの意見 意　見 ②早急

得

な整理の完了 対応策 ②

ら

現状では、これ以上の

れ

成果が望め
と対応策  

て

ないため、必要な人的

い

、予算的措置
 を講じ

ま

る。
日常管理や講座を

す

実施する会計年度 変更

か

なし
R4年度の事業計

？

画は前 変　更
任用職員

得

を３名配置
年度から変

ら

更・追加は 前年度 ・
あ

れ

るか 追　加

今後の事業

て

・コスト・成果の方向

い

性 今後の事業の方向性

な

、改革・改善案
※今年

い

度からの具体的な事業

事

の進め方、手段の見直

業

し等、各方向性の内容

進

　　　　　　　　　□

展

　拡大 ①寄贈された土

等

地建物及び庭園を維持

に

管理していく。
　　　

よ

　　　　　　□　改善

る

②寄贈された調度品に

環

関しては簡易な目録し

境

かなく、
　　　　　　

変

　　　■　現状維持 保

化

存及び管理のために整

あ

理及び調査を継続実施

る

してい
　　　　　　　

に

　　□　縮小 く。
　　

伴

　　　　　　　□　統

い

合 ③活用を視野に入れ

、

た保存計画の策定を検

対

討する必要
　　　　　

象

　　　　□　完了 があ

を

る。
　　　　　　　　

見

　□　廃止・休止
コス

直

トの方向性
　　　　　

す

　　　　↓　減少
成果

（

の方向性
　　　　　　

拡

　　　→　維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 384 石川家住宅管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

適正に管理されており、十分な成果が得られている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市の歴史と文化を伝える石川家住宅を保存して継承していくことは、
事業進展等による環境

様

変化
□ ある 市の責務で

式

あり、対象を見直す必

1

要はない。
に伴い、対

-

象を見直す（拡
その理

2

由
大・縮小）必要はあ

事

りませ
■ ない

んか？

市

務

の歴史と文化を伝える



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 449 芸術文化国際大会等出場者激励事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成26(2014)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市芸術文化国際大会等出場者激励金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

芸術文化の分野において、国際大会等に出場する個人 奨励金を交付することにより、芸術文化の分野で活動
・団体に対し、激励金を交付し支援を行う。 を続ける市民の励みとなるとともに、芸術文化の振興
SDGsの取り組み：4 および青少年の健全育成に寄与する。

①対象となる出場者より申請書の提出
R3年度に実施した具体的な ②激励金の交付
事業の方法、手順、指標に対す ③出場者から実績報告書の提出
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過

令

去と比べ変化している

和

か (1)活動指標（事

 

務事業の活動量を表す

4

指標）

交付対象に変化

年

がないため継続して実

度

施 名称 単位
① 激励金の

（

交付件数 人
変 化

②
内

3

 容

対象(この事業の

年

対象、範囲となる人、

度

物) (2)対象指標（

実

対象の大きさを表す指

施

標）

全国規模以上の大

分

会等に出場する者(対

）

象となる大会かつ、市

事

民 名称 単位
又は市民が

務

所属する団体に限る）

事

① 国際大会出場者数 人

業

② 全国規模以上の大会

目

等出場者数 人

目的(こ

的

の事業によって上記対

評

象をどのような状態に

価

したいのか) (3)成

表

果指標（目的の達成度

様

を示す指標）

市民の芸

式

術文化の振興が図られ

1

、市民が大会等におい

-

て好成績を 名称 単位
お

1

さめる。 ① 全国大会入

記

賞者数 人
②

結果(上位

入

基本事業の意図) (4

日

)結果の成果指標（上

令

位基本事業の成果指標

和

）

文化芸術の振興につ

0

いて市民の満足度があ

4

がる。 名称 単位
① 文化

年

芸術の振興について市

1

民の満足度 ％
②

事務事

2

業の各種指標の実績と

月

見込及び目標

R2年度

0

R3年度 R3年度 R4

6

年度 R5年度 R6年度

日

R7年度
指標 ＼ 年

１

度 単位
実績値 計画値 実

事

績値 計画値 目標値 目標

務

値 目標値
(1)の ① 人

事

6 11 11 11 11 1

業

1 11
活動指標 ②
(2

の

)の ① 人 0 1 0 1 1 1

現

1
対象指標 ② 人 6 10

状

11 10 10 10 10

　

(3)の ① 人 6 11 1

Ｐ

0 11 11 11 11
成

Ｌ

果指標 ②
(4)の結果

Ａ

の ① ％ 31.1 50 3

Ｎ

0.3 35 35 35 3

及

5
成果指標 ②

予算費目

び

会計 01 一般会計 款

Ｄ

10 項 05 目 08

コス

Ｏ

ト 年度 R2年度 R3年

事

度 R3年度 R4年度 R

務

5年度 R6年度 R7年

事

度
実績値 計画値 実績値

業

計画値 目標値 目標値 目

名

標値
事業費(決算又は

N

予算額)Ａ 単位 30 8

o

0 55 80 80 80 8

.

0

財
源
内
訳

 国庫支出

4

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

4

 県支出金 千円 0 0 0

9

0 0 0 0
 地方債 千円

芸

0 0 0 0 0 0 0
 その

術

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

文

 一般財源 千円 30 8

化

0 55 80 80 80 8

国

0
人件費Ｂ 千円 186

際

186 1,116 1,

大

116 1,116 1,

会

116 1,116
正職

等

員従事時間×人数 時間

出

×人 50× 1 50× 1

場

300× 1 300× 1

者

300× 1 300× 1

激

300× 1
正職員以外

励

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 0 0 15 15 15

政

15 15
トータルコス

策

トA+B+C 千円 21

こ

6 266 1,186 1

の

,211 1,211 1

事

,211 1,211
単

務

位あたりコスト ① 千円

事

/人 0 266 0 1,2

業

11 1,211 1,2

施

11 1,211
（ﾄｰ

策

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

の

対象指標）② 千円/人

位

36 26.6 107.

置

8 121.1 121.

基

1 121.1 121.

本

1

1

事業
主管課名 課長名

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

よる環境変化 □ ある
に

業

伴い、目的を見直す（

名

目
その理由

的の追加・

N

拡充又は絞込）

必要は

o

ありませんか？ ■ ない

.

有
効
性

市民へ広くＰＲ

4

する。
今以上に事業の

4

成果を向上

させる方法

9

を記入して下さ

い。 内

芸

　容
※(3)の成果指

術

標を向上させる

　こと

文

はできますか？

近年、

化

全国規模以上の大会等

国

出場者数が増加してい

際

る。
目的達成状況 内　

大

容

□民間への一部委託

会

□民間への全部委託
市

等

関与の必要性 □指定管

出

理 □補助金・負担金助

場

成 ■市の直営
内　容

　

者

（実施手法） 激励金の

激

支給を行っている。

効

励

率
性

類似事業：国体、

事

全国大会出場激励事業

業

（スポーツ課）
事務事

２

業の統廃合により、
統

評

廃合しない。
事業の効

価

率化を図り、成果
内　

　

容
を向上させる方法を

Ｃ

記入し

て下さい。

事務

Ｈ

の進め方を改善し、従

Ｅ

事時間を削減する。
現

Ｃ

状より事業費・人件費

Ｋ

を

削減する方法を記入

目

して下

さい。（仕様の

的

変更、外部 内　容
委託

妥

、従事時間の削減等は

当

できないか？)

公
平
性

性

大会等出場者への激励

こ

金のため、受益者負担

の

なし
□ ある ■ 現状で適

事

正
受益者負担はありま

業

すか？ 。
また、受益者

の

負担割合は適 ■ ない □

必

検討が必要 内　容
正で

要

すか？
□ 受益者がいな

性

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

は

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

対象が芸術文

薄

化の分野であるため、

れ

より多くの市民が芸術

て

文化の分野で
事業実施

得

上の課題、住 スポーツ

ら

部門と比較すると国際

れ

大会 全国的に活躍でき

て

るよう、支援を継
民・

い

議会等からの意見 意　

る

見 が少ない。 対応策 続

い

していく。
と対応策

全

ま

国規模以上の大会出場

せ

者に激励金 継続して実

ん

施するため、前年度と

か

同
R4年度の事業計画

。

は前 変　更
を交付。 様

十

・同規模で実施。
年度

分

から変更・追加は 前年

な

度 ・
あるか 追　加

今後

成

の事業・コスト・成果

果

の方向性 今後の事業の

が

方向性、改革・改善案

理

※今年度からの具体的

　

な事業の進め方、手段

由

の見直し等、各方向性

得

の内容

　　　　　　　

ら

　　□　拡大 より多く

れ

の市民が芸術文化の分

て

野で全国的に活躍でき

い

　　　　　　　　　□

ま

　改善 るよう、支援を

す

継続していく。
　　　

か

　　　　　　□　現状

？

維持 令和５(2023

得

)年度から「アートプ

ら

ラザ開催事業」と統
　

れ

　　　　　　　　□　

て

縮小 合する。
　　　　

い

　　　　　■　統合
　

な

　　　　　　　　□　

い

完了
　　　　　　　　

事

　□　廃止・休止
コス

業

トの方向性
　　　　　

進

　　　　→　維持
成果

展

の方向性
　　　　　　

等

　　　→　維持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 449 芸術文化国際大会等出場者激励事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

奨励金を交付することにより、芸術文化の分野で活動を続け
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

る市民の励みとなっている。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

交付対象に変化がないた

様

め。
事業進展等による

式

環境変化
□ ある

に伴い

1

、対象を見直す（拡
そ

-

の理由
大・縮小）必要

2

はありませ
■ ない

んか

事

？

目的内容に変化がな

務

いため。
事業進展等に



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 385 サンアート維持管理事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 教育行政課 課長名 木戸　貴秀
この事務事業の開始時期 平成５(1993)年７月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市勤労文化会館設置条例・みよし市ふるさと会館設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

文化センターサンアートの維持管理を指定管理者制度 施設の維持管理事業の効率化や民間ノウハウの活用と
を活用し、民間企業に委託している。（令和3(2021) いった面から指定管理者制度の活用は必要である。令
年4月1日～令和8(2026)年3月31日） 和３(2021)年度から第４期目の指定管理である。
「ＳＤＧｓの取り組み：４，１１」  

令和３(2021)年度に大規模改修工事が完了しリニュー
アルオープンしている。

指定管理者制度の

令

導入により、会館管理

和

全般（設備管理、清掃

 

管理、夜間危機管理
R

4

3年度に実施した具体

年

的な 、樹木管理、舞台

度

管理、受付業務等）と

（

保守点検業務（舞台機

3

構、舞台照明、エレ
事

年

業の方法、手順、指標

度

に対す ベーター、自動

実

扉等）を指定管理者へ

施

の委託で実施している

分

。
る成果等

事務事業を

）

取り巻く状況は過去と

事

比べ変化しているか (

務

1)活動指標（事務事

事

業の活動量を表す指標

業

）

平成１９(2007

目

)年４月から指定管理

的

者導入 名称 単位
① 勤労

評

文化会館の開館日数 日

価

変 化
② ふるさと会館

表

の開館日数 日
内 容

対

様

象(この事業の対象、

式

範囲となる人、物) (

1

2)対象指標（対象の

-

大きさを表す指標）

①

1

みよし市勤労文化会館

記

名称 単位
②みよし市ふ

入

るさと会館 ① 勤労文化

日

会館の面積 ㎡
② ふるさ

令

と会館の面積 ㎡

目的(

和

この事業によって上記

0

対象をどのような状態

4

にしたいのか) (3)

年

成果指標（目的の達成

1

度を示す指標）

①勤労

2

文化会館が市民にとっ

月

て、利用しやすく快適

0

で安全な施設 名称 単位

6

である。 ① 勤労文化会

日

館の利用者数 人
②ふる

１

さと会館が日本文化紹

事

介施設として、有効活

務

用される。 ② ふるさと

事

会館の利用者数 人

結果

業

(上位基本事業の意図

の

) (4)結果の成果指

現

標（上位基本事業の成

状

果指標）

文化芸術活動

　

に参加してもらう 名称

Ｐ

単位
① 自主的な活動件

Ｌ

数 件
② 文化センターサ

Ａ

ンアート年間利用者数

Ｎ

人

事務事業の各種指標

及

の実績と見込及び目標

び

R2年度 R3年度 R3

Ｄ

年度 R4年度 R5年度

Ｏ

R6年度 R7年度
指標

事

 ＼ 年度 単位
実績値

務

計画値 実績値 計画値 目

事

標値 目標値 目標値
(1

業

)の ① 日 36 170 1

名

26 315 315 31

N

5 315
活動指標 ② 日

o

36 170 126 31

.

5 315 315 315

3

(2)の ① ㎡ 12,0

8

51.69 12,05

5

1.69 12,051

サ

.69 12,051.

ン

69 12,051.6

ア

9 12,051.69

ー

12,051.69
対

ト

象指標 ② ㎡ 402 40

維

2 402 402 402

持

402 402
(3)の

管

① 人 3,413 50,

理

000 38,509 1

事

20,000 150,

業

000 150,000

政

150,000
成果指

策

標 ② 人 28 1,400

こ

707 3,400 4,

の

300 4,300 4,

事

300
(4)の結果の

務

① 件 0 30 11 60 6

事

6 66 66
成果指標 ②

業

人 3,441 51,4

施

00 39,216 20

策

6,675 224,3

の

18 241,961 2

位

59,604
予算費目

置

会計 01 一般会計 款

基

10 項 05 目 08

コス

本

ト 年度 R2年度 R3年

事

度 R3年度 R4年度 R

業

5年度 R6年度 R7年

主

度
実績値 計画値 実績値

管

計画値 目標値 目標値 目

課

標値
事業費(決算又は

名

予算額)Ａ 単位 450

課

,816 1,754,

長

251 2,225,2

名

64 150,677 1

こ

50,208 150,

の

230 150,268

事

財
源
内
訳

 国庫支出金

務

千円 0 0 14,051

事

0 0 0 0
 県支出金 千

業

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

の

方債 千円 174,30

開

0 600,000 90

始

0,000 0 0 0 0
 

時

その他 千円 235,1

期

78 606,548 8

事

83,489 6,57

務

7 9,500 9,50

区

0 9,500
 一般財

分

源 千円 41,338 5

法

47,703 427,

定

724 144,100

受

140,708 140

託

,730 140,76

事

8
人件費Ｂ 千円 0 1,

務

674 1,674 1,

自

674 1,674 1,

治

674 1,674
正職

事

員従事時間×人数 時間

務

×人 0× 0 450× 1

こ

450× 1 450× 1

の

450× 1 450× 1

事

450× 1
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 0 102 0 102

の

102 0 0
トータルコ

根

ストA+B+C 千円 4

拠

50,816 1,75

法

6,027 2,226

令

,938 152,45

事

3 151,984 15

業

1,904 151,9

の

42
単位あたりコスト

概

① 千円/㎡ 37.4 1

要

45.7 184.8 1

現

2.6 12.6 12.

在

6 12.6
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

状

指標）② 千円/㎡ 1,

況

121.4 4,368

と

.2 5,539.6 3

こ

79.2 378.1 3

の

77.9 378

1

事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

変化に伴う目的の変更

業

が生じないため
事業進

名

展等による環境変化 □

N

ある
に伴い、目的を見

o

直す（目
その理由

的の

.

追加・拡充又は絞込）

3

必要はありませんか？

8

■ ない

有
効
性

指定管理

5

者に対する適正な管理

サ

監督
今以上に事業の成

ン

果を向上

させる方法を

ア

記入して下さ

い。 内　

ー

容
※(3)の成果指標

ト

を向上させる

　ことは

維

できますか？

広く民間

持

活力を導入し、管理効

管

率を高めるとともに、

理

利用者にとって利用し

事

や
目的達成状況 内　容

業

すい施設を維持するこ

２

とで、目的が達成され

評

ている。

□民間への一

価

部委託 □民間への全部

　

委託
市関与の必要性 ■

Ｃ

指定管理 □補助金・負

Ｈ

担金助成 □市の直営
内

Ｅ

　容
　（実施手法） 指

Ｃ

定管理施設

効
率
性

類似

Ｋ

事業なし
事務事業の統

目

廃合により、

事業の効

的

率化を図り、成果
内　

妥

容
を向上させる方法を

当

記入し

て下さい。

指定

性

管理により、既に民間

こ

活力による管理を実施

の

している。
現状より事

事

業費・人件費を

削減す

業

る方法を記入して下

さ

の

い。（仕様の変更、外

必

部 内　容
委託、従事時

要

間の削減等は

できない

性

か？)

公
平
性

指定管理

は

者との協定に基づく利

薄

用料金を徴収して
■ あ

れ

る ■ 現状で適正
受益者

て

負担はありますか？ い

得

る
また、受益者負担割

ら

合は適 □ ない □ 検討が

れ

必要 内　容
正ですか？

て

□ 受益者がいない

３
改

い

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

る

Ｎ

開館から３０年以上

い

が経過し、施設 大規模

ま

改修（令和2(202

せ

0)年7月～令
事業実

ん

施上の課題、住 が老朽

か

化してきている。 和3

。

(2021)年10月

十

）を実施した。今
民・

分

議会等からの意見 意　

な

見 対応策 後は計画的に

成

維持管理を行っていく

果

と対応策 。

指定管理者

が

による施設管理（大規

理

模 指定管理者による施

　

設管理
R4年度の事業

由

計画は前 変　更
改修工

得

事に伴う一部変更）
年

ら

度から変更・追加は 前

れ

年度 ・
あるか 追　加

今

て

後の事業・コスト・成

い

果の方向性 今後の事業

ま

の方向性、改革・改善

す

案
※今年度からの具体

か

的な事業の進め方、手

？

段の見直し等、各方向

得

性の内容

　　　　　　

ら

　　　□　拡大 指定管

れ

理による自主事業等で

て

大規模改修した施設を

い

Ｐ
　　　　　　　　　

な

□　改善 Ｒして利用者

い

の拡大に務める。
　　

事

　　　　　　　■　現

業

状維持 令和５(202

進

3)年度から名称を「

展

勤労文化会館等維持管

等

　　　　　　　　　□

に

　縮小 理事業」とする

よ

。
　　　　　　　　　

る

□　統合
　　　　　　

環

　　　□　完了
　　　

境

　　　　　　□　廃止

変

・休止
コストの方向性

化

　　　　　　　　　→

あ

　維持
成果の方向性
　

る

　　　　　　　　→　

に

維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 385 サンアート維持管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

広く民間活力を導入し、管理効率を高めるとともに、利用者
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

にとって利用しやすい施設を維持することで、十分な成果が
いませんか。十分な成果が 理　由

得られている。
得られていますか？ □ 得られていない

様

環境変化に伴う対象の

式

変更が生じないため
事

1

業進展等による環境変

-

化
□ ある

に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
■ ない

んか？

環境



令和 4年度（3年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和04年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 450 アートプラザ開催事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 文化・芸術

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成10(1998)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

サンアートにおいて、市民が気軽に文化・芸術活動に 文化・芸術の拠点であるサンアートの市民参加型事業
触れてもらえるよう、アートプラザ事業としてみよし として市民の文化・芸術意識の高揚を図るため、広く
音楽祭「市民合唱交流会」を開催する。 市民の参加を募り市民合唱交流会を毎年11月に開催し
また、みよし少年少女合唱団に対し補助金を交付し活 ている。
動を支援している。  
 ＳＤＧｓの取り組み：4,17 みよし少年少女合唱団は、合唱を通じて次代を担う子

どもたちに音楽文化の浸透を図るとともに、

令

世代間交
流を体験する

和

ことにより青少年の健

 

全育成を図る。

①市民

4

合唱交流会 11/2

年

8に開催
R3年度に実

度

施した具体的な ②少年

（

少女定期演奏会 11

3

/13に開催
事業の方

年

法、手順、指標に対す

度

る成果等

事務事業を取

実

り巻く状況は過去と比

施

べ変化しているか (1

分

)活動指標（事務事業

）

の活動量を表す指標）

事

合唱交流会の観客が減

務

少している。 名称 単位

事

開催方法や集客方法に

業

ついて検討が必要 ① コ

目

ンサート等開催数 回
変

的

 化
②

内 容

対象(こ

評

の事業の対象、範囲と

価

なる人、物) (2)対

表

象指標（対象の大きさ

様

を表す指標）

市民 名称

式

単位
① 人口 人
②

目的(

1

この事業によって上記

-

対象をどのような状態

1

にしたいのか) (3)

記

成果指標（目的の達成

入

度を示す指標）

①発表

日

の場を提供し、音楽活

令

動を広める 名称 単位
②

和

身近に生演奏を鑑賞す

0

ることで、音楽への鑑

4

賞を高める ① 出演した

年

アーティスト数 人
② コ

1

ンサート入場者数 人

結

2

果(上位基本事業の意

月

図) (4)結果の成果

0

指標（上位基本事業の

6

成果指標）

文化芸術活

日

動に参加してもらう 名

１

称 単位
① 自主的な活動

事

件数 件
② 文化センター

務

サンアートの年間利用

事

者数 人

事務事業の各種

業

指標の実績と見込及び

の

目標

R2年度 R3年度

現

R3年度 R4年度 R5

状

年度 R6年度 R7年度

　

指標 ＼ 年度 単位
実

Ｐ

績値 計画値 実績値 計画

Ｌ

値 目標値 目標値 目標値

Ａ

(1)の ① 回 0 2 2 2

Ｎ

2 2 2
活動指標 ②
(2

及

)の ① 人 61,236

び

62,100 61,2

Ｄ

36 61,218 62

Ｏ

,360 62,620

事

62,880
対象指標

務

②
(3)の ① 人 0 30

事

0 116 150 300

業

300 300
成果指標

名

② 人 0 1,000 11

N

6 500 1,000 1

o

,000 1,000
(

.

4)の結果の ① 件 53

4

70 49 55 60 60

5

60
成果指標 ② 人 3,

0

441 92,400 3

ア

9,216 206,6

ー

75 224,318 2

ト

41,961 259,

プ

604
予算費目 会計 0

ラ

1 一般会計 款 10 項

ザ

05 目 08

コスト 年度

開

R2年度 R3年度 R3

催

年度 R4年度 R5年度

事

R6年度 R7年度
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

政

目標値 目標値 目標値
事

策

業費(決算又は予算額

こ

)Ａ 単位 647 1,3

の

92 1,277 1,3

事

90 1,390 1,3

務

90 1,390

財
源
内

事

訳

 国庫支出金 千円 0

業

0 0 0 0 0 0
 県支出

施

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

策

 地方債 千円 0 0 0 0

の

0 0 0
 その他 千円 0

位

0 0 0 0 0 0
 一般財

置

源 千円 647 1,39

基

2 1,277 1,39

本

0 1,390 1,39

事

0 1,390
人件費Ｂ

業

千円 2,566.8 2

主

,566.8 3,34

管

8 3,348 3,34

課

8 3,348 3,34

名

8
正職員従事時間×人

課

数 時間×人 230× 3

長

230× 3 450× 2

名

450× 2 450× 2

こ

450× 2 450× 2

の

正職員以外の人件費 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
その

務

他の費用Ｃ 千円 83 8

事

3 46 46 46 46 4

業

6
トータルコストA+

の

B+C 千円 3,296

開

.8 4,041.8 4

始

,671 4,784 4

時

,784 4,784 4

期

,784
単位あたりコ

事

スト ① 千円/人 0.1

務

0.1 0.1 0.1 0

区

.1 0.1 0.1
（ﾄ

分

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

法

の対象指標）② 千円/

定

0 0 0 0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R3年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R2年度 R3年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的を見直す（目
その理

業

由
的の追加・拡充又は

名

絞込）

必要はありませ

N

んか？ ■ ない

有
効
性

各

o

催し物の開催時期を、

.

他のイベントと連携し

4

て実施する。
今以上に

5

事業の成果を向上

させ

0

る方法を記入して下さ

ア

い。 内　容
※(3)の

ー

成果指標を向上させる

ト

　ことはできますか？

プ

全申込団体が出演して

ラ

おり、目的は達成して

ザ

いる。
目的達成状況 内

開

　容

□民間への一部委

催

託 □民間への全部委託

事

市関与の必要性 □指定

業

管理 ■補助金・負担金

２

助成 ■市の直営
内　容

評

　（実施手法） みよし

価

少年少女合唱団運営事

　

業補助金を交付する。

Ｃ

効
率
性

類似する他の事

Ｈ

業がないため統廃合は

Ｅ

できない。
事務事業の

Ｃ

統廃合により、

事業の

Ｋ

効率化を図り、成果
内

目

　容
を向上させる方法

的

を記入し

て下さい。

会

妥

場をサンアート大ホー

当

ルから、小ホールに変

性

更して開催する。
現状

こ

より事業費・人件費を

の

削減する方法を記入し

事

て下

さい。（仕様の変

業

更、外部 内　容
委託、

の

従事時間の削減等は

で

必

きないか？)

公
平
性

市

要

が主催する事業のため

性

、受益者負担なし。
□

は

ある ■ 現状で適正
受益

薄

者負担はありますか？

れ

また、受益者負担割合

て

は適 ■ ない □ 検討が必

得

要 内　容
正ですか？

□

ら

受益者がいない

３
改
革

れ

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

て

市民合唱交流会は出演

い

団体が固定化 合唱団の

る

枠にとらわれない市民

い

参加
事業実施上の課題

ま

、住 しつつある。 型事

せ

業として開催していく

ん

。
民・議会等からの意

か

見 意　見 みよし少年少

。

女合唱団は今後の自主

十

対応策 みよし少年少女

分

合唱団は今後の自主
と

な

対応策 運営の基礎を固

成

められるよう支援す 運

果

営の基礎を固められる

が

よう支援す
る必要があ

理

る。 る必要がある。
市

　

民合唱交流会をサンア

由

ートで開催 市民合唱交

得

流会をサンアートで開

ら

催
R4年度の事業計画

れ

は前 変　更
。 。

年度か

て

ら変更・追加は 前年度

い

・
あるか 追　加

今後の

ま

事業・コスト・成果の

す

方向性 今後の事業の方

か

向性、改革・改善案
※

？

今年度からの具体的な

得

事業の進め方、手段の

ら

見直し等、各方向性の

れ

内容

　　　　　　　　

て

　□　拡大 市民合唱交

い

流会は合唱団の枠にと

な

らわれない市民参加
　

い

　　　　　　　　□　

事

改善 型事業として開催

業

していく。 
　　　　

進

　　　　　■　現状維

展

持 みよし少年少女合唱

等

団は今後の自主運営の

に

基礎を固め
　　　　　

よ

　　　　□　縮小 られ

る

るよう支援する必要が

環

ある。
　　　　　　　

境

　　□　統合 令和５(

変

2023)年度から名

化

称を「芸術文化合唱推

あ

進事業
　　　　　　　

る

　　□　完了 」に変更

に

し、「芸術文化国際大

伴

会等出場者激励事業」

い

　　　　　　　　　□

、

　廃止・休止 と統合す

対

る。
コストの方向性
　

象

　　　　　　　　→　

を

維持
成果の方向性
　　

見

　　　　　　　→　維

直

持

2

す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R4年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 450 アートプラザ開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

参加団体数が減少しておらず、活動団体に発表の場を提供す
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

るため必要である。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象者の範囲に変化がないため。
事業進展等による環境変化

様

□ ある
に伴い、対象を

式

見直す（拡
その理由

大

1

・縮小）必要はありま

-

せ
■ ない

んか？

目的内

2

容に変化がないため。

事

事業進展等による環境

務

変化 □ ある
に伴い、目


